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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

売上高 （百万円） 101,736 81,691 51,654 50,824 47,067

経常利益 （百万円） 4,329 3,897 4,159 2,449 2,269

親会社株主に帰属する当期

純利益又は親会社株主に帰

属する当期純損失（△）

（百万円） △5,004 △805 8,531 2,195 1,089

包括利益 （百万円） △6,093 5,240 10,631 3,487 24

純資産額 （百万円） 20,144 23,388 32,107 29,503 28,549

総資産額 （百万円） 94,440 63,569 45,729 43,196 39,871

１株当たり純資産額 （円） △205.72 △125.40 33.27 55.82 54.89

１株当たり当期純利益金額

又は当期純損失金額（△）
（円） △76.72 △12.72 77.16 8.06 3.05

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － 10.60 3.88 2.70

自己資本比率 （％） 17.5 34.0 69.2 67.0 71.6

自己資本利益率 （％） △105.4 △4.2 32.0 7.2 3.8

株価収益率 （倍） － － 3.72 16.87 28.52

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 4,916 7,134 3,954 2,876 3,132

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 494 3,662 10,266 △1,356 △3,547

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 2,321 △12,166 △20,654 △6,504 △1,047

現金及び現金同等物の

期末残高
（百万円） 22,856 22,509 15,864 11,387 9,571

従業員数
（人）

7,694 4,931 3,334 3,272 3,551

[外、平均臨時雇用者数] [1,298] [1,171] [1,042] [638] [384]

　（注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は、含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第44期及び第45期は潜在株式は存在するものの１株

当たり当期純損失金額であるため、記載しておりません。

３．１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、自己株

式数控除後の期末発行済株式総数又は期中平均発行済株式数に基づいて算出しております。なお、第48期の

自己株式数には信託が保有する当社株式を加算しております。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当連結会計年度よ

り、「当期純利益又は当期純損失」を「親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に帰属する当期純

損失」としております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

売上高 （百万円） 10,326 9,323 9,426 9,911 14,067

経常利益 （百万円） 626 252 2,446 641 1,239

当期純利益又は

当期純損失（△）
（百万円） △8,050 △6,022 10,901 1,149 1,837

資本金 （百万円） 12,171 12,171 2,000 2,000 2,000

発行済株式総数 （千株） 265,324 265,324 265,324 362,361 362,361

純資産額 （百万円） 19,928 13,911 24,864 19,948 21,677

総資産額 （百万円） 57,648 38,141 27,446 22,167 24,642

１株当たり純資産額 （円） △151.73 △246.70 △73.83 28.86 34.21

１株当たり配当額

（円）

－ － － － －

（うち１株当たり

中間配当額）
（－） （－） （－） （－） （－）

１株当たり当期純利益金額

又は当期純損失金額（△）
（円） △123.38 △95.05 98.58 4.22 5.15

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － 13.54 2.03 4.55

自己資本比率 （％） 34.6 36.5 90.6 90.0 88.0

自己資本利益率 （％） △87.5 △35.6 56.2 5.1 8.8

株価収益率 （倍） － － 2.91 32.23 16.89

配当性向 （％） － － － － －

従業員数

（人）

487 477 605 607 809

（外、社内独立者数） (160) (153) (－) (－) (－)

［外、平均臨時雇用者数］ [73] [89] [80] [70] [107]

　（注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第44期及び第45期は潜在株式は存在するものの１株

当たり当期純損失金額であるため、記載しておりません。

３．１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、自己株

式数控除後の期末発行済株式総数又は期中平均発行済株式数に基づいて算出しております。なお、第48期の

自己株式数には信託が保有する当社株式を加算しております。

４．当社は社内独立制度を採用し、平成５年１月から生産部門に、平成10年12月より営業部門に、平成11年１月

より管理部門に導入しておりましたが、平成18年４月１日付で生産部門を除く、営業及び管理部門の社内独

立者との委託契約を解約し、雇用契約に変更しました。さらに平成25年10月１日付で生産部門の社内独立者

とも委託契約を解約し、雇用契約に変更することにより本制度を廃止しました。
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２【沿革】

昭和23年８月 大阪市阿倍野区において、木製品の製造を主とする荒木製作所を創業。

43年12月 工業用デザインモデルの製造及び販売を目的として大阪市東住吉区に㈱大阪デザインモデルセン

ターを設立。

59年10月 米国ニューヨークにモデルメーカーアソシエイツを設立。

63年10月 英国イングランド及びウェールズにヨーロッパモデルメーカーアソシエイツ（アークヨーロッ

パ）を設立。

63年12月 タイ国バンコクにタイデザインモデルマニュファクチャリング（現：アークコーポレーション

（タイランド）（以下「タイアーク」と称す））を設立。

平成元年９月 ７社を吸収合併し、㈱アークに商号変更。

それに伴い、海外子会社も合併・商号変更。

アーククリエイティブネットワーク（現：アークプロダクトディベロップメントグループユーエ

スエー（以下「米国アーク」と称す））

アークヨーロッパ（現：アークプロダクトディベロップメントグループリミテッド（以下「英国

アーク」と称す））

８年９月 日本証券業協会に店頭売買有価証券として登録。

８年11月 タイアークがアークコーポレーション（マレーシア）（以下「マレーシアアーク」と称す）を設

立。

10年10月 ㈱安田製作所と業務・資本提携。

11年10月 ㈱シバックスと業務・資本提携。

12年４月 ㈱平井精密（同年８月㈱ソルプラスに商号変更）と業務・資本提携。

サンジェント（台湾）と合弁会社アークサンジェント（台湾）を設立。

13年７月 ディソン（台湾）と合弁会社アークディソン（台湾）（現：台湾アーク）を設立。

13年９月 岐阜精機工業㈱と業務・資本提携。

13年12月 英国アークがエルシーオー（フランス）、プロトモール（フランス）（両社は17年１月ＬＣＯプ

ロトモール（フランス）として合併）と業務・資本提携。

14年５月 タイアークが、㈱サンケイケムテック（現：㈱モールドテックジャパン）と合弁会社サンケイタ

イランド（現：ＳＥＴタイランド）を設立。

16年１月 英国アークがＮＰＬテクノロジーズ（英国）（現：アークヨーロッパ）と業務・資本提携。

17年２月 英国アークがＰＣＬグループ（ドイツ）（現：P+Z Engineering GmbH）と業務・資本提携。

17年４月 英国アークがフランス モンターギュ市にサーモ（フランス）（現：Shapers'フランス）を設

立。

17年10月 東京証券取引所市場第一部に上場。

18年６月 ㈱グラフィックプロダクツ（現：㈱Ｃ＆Ｇシステムズ）（現：東京証券取引所上場）の株式を公

開買付けにより取得。

18年11月 英国アークがＳＰＧプレシリーズツーリング＆プロトタイピング（以下「ＳＰＧオランダ」と称

す）と業務・資本提携。

19年11月 ３Ｄ ＡＵＴＯ ＰＲＯＴＥＣＨ㈱と業務・資本提携。

22年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（現：東

京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード））に上場。

23年８月 ㈱企業再生支援機構（現：㈱地域経済活性化支援機構）並びに主要取引先金融機関である㈱みず

ほ銀行及び㈱三菱東京ＵＦＪ銀行に対して、第三者割当により優先株式を発行。これにより、㈱

地域経済活性化支援機構が当社の親会社となる。

24年４月 新経営体制として、開発支援、量産、金型に区分された各事業の戦略と責任を明確にし、グルー

プのバリューチェーンの総力を挙げた事業展開を図るため、「事業本部制」をスタート。

24年７月 大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）の上場を廃止し、東京証券取引所市場第一部での

単独上場となる。

25年４月 従来の世界４極（日本・北米・ASEAN・欧州）に中国を加えた、世界５極でのグローバルな事業

展開を推進。

25年８月 ㈱Ｃ＆Ｇシステムズを持分法適用関連会社に移行。

25年９月 岐阜精機工業㈱の株式の90%を豊田通商㈱、10%をトヨタ自動車㈱へ譲渡。

25年11月 ㈱Ｃ＆Ｇシステムズを外部会社に移行。

26年１月 アークサンジェント（台湾）の全株式を譲渡。

㈱安田製作所、㈱ソルプラスの全株式を㈱ＳＹ ホールディングスへ譲渡。

26年８月 当社親会社が㈱地域経済活性化支援機構からＯＰＩ・11㈱（オリックス出資会社）に異動。
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27年４月 完全子会社である３Ｄ ＡＵＴＯ ＰＲＯＴＥＣＨ㈱を吸収合併。

27年10月 中国に東莞アークを設立。
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３【事業の内容】

当社グループは、連結財務諸表提出会社（以下、「当社」といいます。）、連結子会社20社及び持分法適用会社３

社により構成される新製品開発支援企業グループであり、「オートモーティブ事業」、「エンジニアリング事業」及

び「コンシューマー事業」の３事業セグメントにわたり、研究開発、製品の生産及び販売ならびにサービスに至る幅

広い事業活動を国内及び海外の世界５極（日本、欧州、北米、ASEAN、中国）に展開しております。

 

 

　なお、東莞アークは新規設立により、３Ｄ　ＡＵＴＯ　ＤＥＳＩＧＮＳとアークディソンBVIは重要性が増したこ

とにより、それぞれ当連結会計年度より連結の範囲に含めております。
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４【関係会社の状況】

 

名称 住所 資本金 主要な事業内容

議決権
の所有
又は被
所有割
合
（％）

関係内容

（親会社）      

ＯＰＩ・11株式会社

（注）１

東京都

港区

百万円

10

当社の株券等の

取得及び所有

被所有

81.43

当社への出資

経営人材の派遣

役員の兼任あり

ＯＰＩ2002 投資事業組合

（注）１,２

東京都

港区
－ 投資事業

被所有

81.43

(81.43)

―

オリックス・プリンシパル・

インベストメンツ株式会社

（注）１

東京都

港区

百万円

81
投資事業

被所有

81.43

(81.43)

経営人材の派遣

役員の兼任あり

オリックス株式会社

（注）１

東京都

港区

百万円

220,469

多角的金融

サービス業

被所有

81.43

(81.43)

経営人材の派遣

役員の兼任あり

（連結子会社）      

米国アーク

（注）４

米国

(カリフォル

ニア)

千米ドル

4,000

オートモーティブ

事業
100

当社が工業デザイン

モデルを販売

メキシコアーク

メキシコ

(バハ カリ

フォルニア)

千メキシコ

ペソ

50

オートモーティブ

事業

100

(100)
―

英国アーク

（注）４

英国

(ロンドン)

千ポンド

20,420
持株会社 100 役員の兼任あり

タイアーク

（注）４

タイ

(パトンタ

ニ)

千バーツ

1,180,000

オートモーティブ

事業
100

当社が工業デザイン

モデルを販売・購入

役員の兼任あり

マレーシアアーク

マレーシア

(セランゴー

ル)

千リンギット

6,700

オートモーティブ

事業
100 役員の兼任あり

台湾アーク

（注）３,４

台湾

(台北)

千台湾ドル

101,352

コンシューマー

事業
100

当社が工業デザイン

モデルを購入

役員の兼任あり

アークディソンBVI

英国

(ロードタ

ウン)

千米ドル

1,840

コンシューマー

事業

100

(100)
―

アークディソン上海

（注）４

中国

(上海)

千人民元

29,553

オートモーティブ

事業

100

(100)

当社が工業デザイン

モデルを購入

役員の兼任あり

東莞アーク

（注）４

中国

(東莞）

千人民元

6,376

オートモーティブ

事業

100

(100)

当社が金型・成形品を

購入

役員の兼任あり

ＬＣＯプロトモール

フランス

(オートサ

ヴォワ)

千ユーロ

511

コンシューマー

事業

100

(100)
―
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名称 住所 資本金 主要な事業内容

議決権
の所有
又は被
所有割
合
（％）

関係内容

アークヨーロッパ

（注）４,７

英国

(ナニートン)

千ポンド

3,672

オートモーティブ

事業

エンジニアリング

事業

コンシューマー

事業

100

(100)
―

P+Z Engineering GmbH

（注）７

ドイツ

(ミュンヘン)

千ユーロ

96

エンジニアリング

事業

100

(100)

当社が解析データを

購入

役員の兼任あり

Arrk R&D ルーマニア
ルーマニア

(クルジュ)

千ルーマニア

レイ

167

エンジニアリング

事業

100

(100)
―

Shapers'フランス

（注）４

フランス

(メーヌ エ

ロワール)

千ユーロ

26,372

オートモーティブ

事業

100

(100)
役員の兼任あり

Shapers'ポーランド

（注）４

ポーランド

(ブィドゴ

シュチュ)

千ポーランド

ズロチ

34,638

オートモーティブ

事業

100

(100)
―

Shapers'ロシア
ロシア

(カルーガ)

千ロシア

ルーブル

10

オートモーティブ

事業

100

(100)
―

ＳＰＧ オランダ
オランダ

(リンブルフ)

千ユーロ

18

オートモーティブ

事業

100

(100)
―

Shapers'武漢
中国

(武漢)

千人民元

2,000

オートモーティブ

事業

100

(100)
―

Shapers'インド

（注）４

インド

(プネ)

千インド

ルピー

358,755

オートモーティブ

事業

100

(100)
―

３Ｄ ＡＵＴＯ

ＤＥＳＩＧＮＳ

フィリピン

(マニラ)

千フィリピン

ペソ

5,000

オートモーティブ

事業
100

当社が工業デザイン

データを購入
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名称 住所 資本金 主要な事業内容

議決権
の所有
又は被
所有割
合
（％）

関係内容

（持分法適用会社）

株式会社シバックス

横浜市

都筑区

百万円

494

オートモーティブ

事業
26 ―

シバックス(タイランド)

（注）５

タイ

(パトンタニ)

千バーツ

20,000

オートモーティブ

事業
－ ―

ＳＥＴタイランド
タイ

(パトンタニ)

千バーツ

6,000

オートモーティブ

事業

49

(49)
―

（注) １．ＯＰＩ・11株式会社の当社への議決権所有割合は81.43%であり、当社の親会社及び主要株主である筆頭株主と

なっております。これに伴い、ＯＰＩ・11株式会社の親会社であるＯＰＩ2002投資事業組合、オリックス・プ

リンシパル・インベストメンツ株式会社及びオリックス株式会社も、ＯＰＩ・11株式会社を通じて当社株式を

間接的に保有することになるため、当社の親会社に該当することとなります。

　　　２．平成14年に設立された民法上の組合であります。

　　　３. 台湾アークについては、平成27年６月29日付でアークディソン台湾から名称変更しております。

　　　４．米国アーク、英国アーク、タイアーク、台湾アーク、アークディソン上海、東莞アーク、アークヨーロッパ、

Shapers'フランス、Shapers'ポーランド、Shapers'インドは、特定子会社に該当しております。

　　　５．シバックス（タイランド）は株式会社シバックスの80％子会社（タイアーク出資比率20％）であります。

　　　６．議決権の所有又は被所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数となっております。

　　　７．アークヨーロッパ及びP+Z Engineering GmbHについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の

連結売上高に占める割合が10％を超えております。

 

主要な損益情報等 ＜アークヨーロッパ＞ ＜P+Z Engineering GmbH＞

(1) 売上高          6,535百万円          10,660百万円

(2) 経常損益(△は損失)          △307百万円             369百万円

(3) 当期純損益(△は損失)          △317百万円             234百万円

(4) 純資産額          1,216百万円           2,183百万円

(5) 総資産額          2,888百万円           4,421百万円

 

　　　８．連結子会社の「主要な事業内容」欄にはセグメントの名称を記載しております。また、持分法適用会社の「主

要な事業内容」欄には当社のセグメント内で該当する事業名称を記載しております。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成28年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

オートモーティブ事業 1,821 [197]

エンジニアリング事業 983 [123]

コンシューマー事業 562 [25]

報告セグメント計 3,366 [345]

全社（共通） 185 [39]

合計 3,551 [384]

      １. 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は［　］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

 

(2）提出会社の状況

平成28年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

809[107] 41.17 7.08 5,485,379

 

 

セグメントの名称 従業員数（人）

オートモーティブ事業 426 [49]

エンジニアリング事業 6 [－]

コンシューマー事業 192 [19]

報告セグメント計 624 [68]

全社（共通） 185 [39]

合計 809 [107]

１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は［　］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．全社（共通）は、セグメントに帰属しない従業員数を記載しております。

４．従業員数が前事業年度末に比べ、202名増加しておりますが、その理由は、平成27年４月１日付で当社の連

結子会社であった３Ｄ　ＡＵＴＯ　ＰＲＯＴＥＣＨ株式会社を吸収合併したこと等によるものであります。

５．平均勤続年数は、平成27年４月１日付で当社が吸収合併した消滅会社３Ｄ　ＡＵＴＯ　ＰＲＯＴＥＣＨ株式

会社における勤続年数を通算しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度における世界経済は、米国では景気拡大が続き、欧州においては緩やかな回復が持続しました。一

方、中国を含む新興国における景気は緩やかに減速するなど、総じて弱い動きになりました。国内経済においては、

個人消費に底堅い動きが見られたものの、海外経済の下振れ等により先行き不透明な状況で推移しました。

　このような状況のもと、当社はグローバル事業を拡大し成長することを目指し、連結経営管理体制の強化などの諸

施策を講じてまいりました。

　これらの結果、当連結会計年度の業績は、売上高47,067百万円（前期比7.4％減）、営業利益2,478百万円（前期比

11.9％減）、経常利益2,269百万円（前期比7.4％減）、親会社株主に帰属する当期純利益1,089百万円（前期比

50.4％減）となりました。

 

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　オートモーティブ事業

　オートモーティブ事業におきましては、国内では、輸出企業は好調に推移しているものの開発投資はまだら模様を

呈しており、その中で当連結会計年度は灯体領域が伸長し、車輌関係も年度末にかけ好調を取り戻したことから増収

増益になりました。一方、海外では、欧州は一部部門が低迷したものの、欧州全体では好調に推移しました。アジア

ではタイ国内で新車販売の低迷に伴い用品事業が低調であったものの、中国では現地企業からの受注の増加や車輌関

連の好調により堅調に推移しました。これらの結果、売上高27,307百万円（前期比4.5％増）、営業利益2,527百万円

（前期比16.3％増）となりました。

 

②　エンジニアリング事業

　エンジニアリング事業におきましては、国内では、解析エンジニアリング事業の顧客への浸透に伴う受注量の増加

により増収となりました。一方、ドイツでは大型案件の増加等により受注量は増加したものの、前連結会計年度に含

まれる事業部門の売却による減少及び円高による為替差により減収となりました。また、派遣法の改正に対応するた

め、派遣型ビジネスから請負型ビジネスへの事業構造の改革に伴う先行投資的な費用が増加いたしました。これらの

結果、売上高11,419百万円（前期比23.4％減）、営業利益186百万円（前期比53.7％減）となりました。

 

③　コンシューマー事業

　コンシューマー事業におきましては、国内では、車載等の民生分野が伸長しましたが、アミューズメントメーカー

の新規開発機種の減少等により、全体では減収減益となりました。一方、海外では、主要顧客の開発の遅れに伴う受

注量の減少により、欧州及びアジアにおいては低調に推移しました。これらの結果、売上高9,352百万円（前期比

9.9％減）、営業利益770百万円（前期比30.4％減）となりました。

 

(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末と比較して1,816
百万円減少し、9,571百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。
 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）
　営業活動の結果得られた資金は3,132百万円（前連結会計年度は2,876百万円の収入）となりました。これは主に税
金等調整前当期純利益が1,739百万円、減価償却費が1,476百万円、減損損失が478百万円、売上債権の減少額が1,131
百万円あったこと等により資金が増加したのに対して、その他の流動負債の減少額が1,539百万円、法人税等の支払
額が982百万円があったこと等により資金が減少したことによるものであります。
 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は3,547百万円（前連結会計年度は1,356百万円の支出）となりました。これは主に、

有形固定資産の取得による支出が2,963百万円、事業譲受による支出が327百万円あったことによるものであります。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）
　財務活動の結果使用した資金は1,047百万円（前連結会計年度は6,504百万円の支出）となりました。これは主に連
結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得による支出が796百万円、自己株式の取得による支出が189百万円あった
ことによるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

（１）生産実績

　当連結会計年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度

（自　平成27年4月 1日

至　平成28年3月31日）

前期比（％）

オートモーティブ事業（百万円） 15,729 82.1

エンジニアリング事業（百万円） 9,854 74.5

コンシューマー事業（百万円） 6,390 81.8

合計（百万円） 31,974 79.5

（注）１．金額は製造原価によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

（２）受注状況

当連結会計年度における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高 前期比（％） 受注残高 前期比（％）

オートモーティブ事業（百万円） 30,106 115.3 7,659 174.9

エンジニアリング事業（百万円） 10,199 47.1 16,239 93.0

コンシューマー事業（百万円） 8,750 90.9 1,022 92.9

合計（百万円） 49,055 85.4 24,921 108.7

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

（３）販売実績

当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度

（自　平成27年4月 1日

至　平成28年3月31日）

前期比（％）

オートモーティブ事業（百万円） 26,827 103.7

エンジニアリング事業（百万円） 11,412 76.7

コンシューマー事業（百万円） 8,828 87.5

合計（百万円） 47,067 92.6

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

　　　２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。

相手先

前連結会計年度

（自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

ＢＭＷ 7,131 14.0 6,773 14.4

　　　３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

当社は、成長戦略を具現化させるため新中期計画を策定し、平成28年３月期に完遂できなかった経営課題を重点

的に取り組み強固な事業体になるための改革を継続的に進めております。本計画では、基本戦略として事業基盤の

強化により収益を拡大し、強みを活かした成長戦略の推進により、更なる差別化と成長を図ってまいります。

(1) 事業基盤の強化

開発支援事業に関する各種ノウハウを中核能力と位置付け、事業領域別に経営資源を集中できる事業構造を構築

し、連結経営管理体制をさらに強化してまいります。欧州地域においては売上依存度が高いものの収益性に乏し

く、事業基盤が脆弱であるグループ子会社が依然として存在しております。そこで、事業の将来性をしっかりと見

極めつつ、課題となる事業においては必要な対策を講じ、事業基盤強化に向けてより一層の収益体質の改善を行

い、業績向上に努めてまいる所存であります。

一方、国内のオートモーティブ事業においては潜在的顧客が存在し、更なる顧客開拓が可能であるため、生産能

力の増強とともに生産性の向上により収益性の高い事業活動を行ってまいります。

(2) 強みを活かした成長戦略の推進

当社においては事業領域別にオートモーティブ事業、エンジニアリング事業、コンシューマー事業の３つの事業

活動を推進しており、開発支援事業をグローバル展開し、かつ、事業シナジーを発揮できる競争優位性がありま

す。

そこで、エンジニアリング事業の解析技術を活かした他の事業との連携の強化により業容拡大を目指してまいり

ます。オートモーティブ事業においては日本メーカーの開発拠点に近接した立地に進出し、当社の強みのある製品

群に更なる優位性を持たせつつ、収益性の向上を目指してまいります。また、コンシューマー事業においては、グ

ローバルレベルでの販売チャネルの拡大を目指し、成長領域への注力を行う体制を構築するとともに、低コストの

海外生産拠点を最大限に活かし収益力の強化を図ります。

さらに、車輌の軽量化に向けた複合素材の関連ビジネスにも注力し当社の強みを活かした成長戦略の推進に向け

て更なる差別化と成長を目指します。

(3) 経営管理体制の強化

当社グループは事業領域別に経営資源を集中させるための事業構造を構築するため、事業本部制を採用しており

ます。

また、各事業活動の推進を円滑にするため、サポート機能を強化すべく生産本部、管理本部、経営企画室を設置

し、バリューチェーンの総力を活かした事業展開を行い、経営管理体制の強化に努めてまいります。

欧州地域においては、オートモーティブ事業の経営管理体制の強化が必要であるため、オートモーティブ事業本

部の傘下に欧州オートモーティブ事業本部を設置し、欧州事業を専従的にみれる体制に強化することにより、グ

ローバル連携が円滑かつ迅速に行える施策を展開してまいります。

(4) 人事教育制度の充実

事業の持続的な成長にあたってはグループ内の個々の企業のみならず、それを構成する個々人も全体最適が必要

と認識しております。そこで、管理職・職能教育を充実させるのみならず、人財育成を前提とした人事ローテー

ションや評価制度の構築を進めてまいります。

また、当社の強みであるグローバルな事業展開を円滑に推進させるため、グローバル要員の育成にも注力してま

いります。
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(5) ＣＳＲ活動の推進

当社グループは、お客様や投資家の方々のみならず、社会一般に対して、企業としての責任を負っているものと

考えております。そのため、当社グループは、その社会的責任（ＣＳＲ）を全うするべく、品質、環境及びコンプ

ライアンスに関して以下の施策を行っております。

①　品質保証・環境保全への取り組み

当社では、より確かな品質及び工程管理を通じ、お客様に質の高い開発支援サービスを提供するため、国際規

格である品質マネジメントシステム「ＩＳＯ９００１」の認証取得を推進しており、当社の全ての製造・販売拠

点が認証を取得しております。

また、環境保全活動を積極的に推進し社会に貢献するため、環境マネジメントシステム「ＩＳＯ１４００１」

の認証取得にも注力しており、組織再編に伴って新たに加わった埼玉支社を除く事業所が認証登録を完了してお

ります。埼玉支社につきましても近年中の受審を計画しており、これにより当社の全ての製造・販売拠点が認証

を取得する予定であります。

なお、ＣＯ2削減活動も本格的に展開しており、平成22年４月に発令された「省エネ法（エネルギーの使用の

合理化に関する法律）」及び「温対法（地球温暖化対策の推進に関する法律）」については、各事業所に活動責

任者を設置し、対策を推進しております。

加えて、当社では、環境保全における国内の各種法規制や、欧州環境規制である「ＷＥＥＥ指令（廃電気電子

機器指令）」、「ＲｏＨＳ指令（電気電子機器に含まれる特定有害物質の使用制限に関する指令）」及び「ＲＥ

ＡＣＨ指令（化学物質の総合的な登録、評価、認可、制限の制度）」、さらにお客様が独自に規定される「品

質・環境基準」に関する調査及び不使用証明等の要請を受けて、今後ますます高まることが予測されるこれら各

種法規制・海外環境規制について、情報収集及び研究を行い、その対策を推進しております。

②　コンプライアンス体制強化への取り組み

当社グループは、引き続き「コンプライアンス重視の経営」による健全な企業活動を推進することが重要であ

ると考えております。そのため、コンプライアンス委員会を設置し（毎月開催）、当社グループのコンプライア

ンスに関する基本的意思決定、発生した問題やコンプライアンスに関する施策につき討議を行っております。ま

た、かかる意思決定に基づいた各種社内規程の改定、各階層に対するコンプライアンス研修の実施やマニュアル

の配付及びコンプライアンスに関する情報発信等の様々な活動を通してコンプライアンス体制の強化に取り組ん

でおります。さらに、問題発生時や内部通報がなされた場合には同委員会に即時に報告がなされ、迅速な対応を

とることができる体制となっております。

なお、内部通報の社外窓口も顧問法律事務所に設置し、より通報しやすい体制を整えております。
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４【事業等のリスク】

　当社グループの事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項は、以下のとおり

であります。当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応

に努める方針であります。但し、以下の記載は、当社グループの事業展開その他に関するリスクの全てを網羅する

ものではありません。

　なお、本項において将来に関する記載がある場合、当該記載は、有価証券報告書提出日現在（平成28年６月30

日）における当社グループの判断に基づくものであります。

(1) 経済環境に関するリスク

①　市場環境について

　当社グループは、工業製品の新製品開発における上流から下流までの一連の工程である、企画、デザイン、設

計、モデル、金型、成形品等を提供する事業を展開しております。したがって、当社グループの業績は、各種メー

カー、特に自動車・家電メーカー等お客様における開発予算の圧縮やモデルチェンジサイクルの変化等の影響を受

ける可能性があります。

②　原材料等の価格変動の影響について

　当社グループは、プラスチック材料や鋼材等の原材料価格の変動が、当社グループの原材料コストや製品価格に

影響を及ぼします。急激な原材料価格の高騰や供給悪化により、当社グループの経営成績及び財政状態に影響が及

ぶ可能性があります。

③　為替変動の影響について

　当社グループにおけるアジア地域への売上は、主に各々の自国通貨建てで行われており、欧州及び北米地域への

売上は、主としてユーロ建て及び米ドル建てで行われております。当連結会計年度における連結売上高に占める海

外売上高の割合は、欧州地域54.1％、北米地域5.7％、ASEAN地域7.3％、中国地域2.4％、海外売上高全体では

69.6％となっております。為替変動リスクの軽減及び回避に努めておりますが、上記のような外貨建て取引におい

ては、為替変動が取引価格や売上高、当該取引に係る資産及び負債の日本円への換算額等に影響を与え、その結

果、当社グループの経営成績及び財政状態に影響が及ぶ可能性があります。

(2) 当社グループの事業活動に関するリスク

　当社グループは、コア事業を開発支援事業と定め事業領域別に事業本部制を採用し、各事業を推進しております

が、当社グループだけでは対応できない分野、技術の導入及び人材の育成に相当な時間を要する分野については、

必要な能力を有する会社と業務提携を行っております。さらに、当社グループのお客様の多くはグローバルに開発

拠点や製造拠点を有し、各国・地域の複数の部署が連携しながら一つの開発案件を進める事例が増加しておりま

す。当社グループは、お客様の重要拠点に対し、グループ会社間の強み・機能を共有し、顧客提案力を強化して、

グローバルフルサポートの実現を目指してまいります。

　上記の経営戦略を進めていく上でリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項は、次のとおりでありま

す。

①　機密保持について

　当社は、その業務の性格上、新製品開発に関するお客様の機密情報を取り扱う機会が多いことから、機密保持を

経営上の最重要課題の一つと認識し、様々な取り組みを行っております。

　全社的な機密保持活動を行う機密保持委員会では、機密保持規程を制定し、機密情報の保護を目的としたネット

ワーク、ファイアウォール、サーバー及びパソコン管理並びにアクセス制御及びパスワード管理等、ハードとソフ

トの両面から総合的な管理を行うとともに、定期的な社内教育の実施により当社の機密保持レベルの向上に努めて

おります。

　また、立ち入り可能区域の指定、製品・仕掛品・文書等の管理、個人所有ＰＣや携帯電話等、映像・通信機器の

重要区画への持込、全従業員及び外注先との機密保持契約書の締結、並びに従業員を含めアクセス制限を厳しく設

定したお客様専用開発ブースの設置等、機密保持を徹底するためのあらゆる具体的な対策を実施しております。し

かしながら、不測の事態により、万一、機密情報が外部へ漏洩するようなこととなった場合、当社グループの信用

失墜に伴う受注の減少や損害賠償による費用の発生等により当社グループの経営成績及び財政状態に影響が及ぶ可

能性があります。

②　海外展開について

　当社グループは、日本、欧州、北米、ASEAN、中国において事業を展開しております。これら海外市場への事業

進出にあたり、予期しない法律又は規制の変更、不利な政治又は経済要因、社会的混乱等のリスクが内在してお

り、これらの事態が発生した場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響が及ぶ可能性があります。

③　工場の閉鎖又は操業停止

　突発的に発生する自然災害や事故等により、工場の閉鎖、操業停止に追い込まれた場合、当社グループの経営成

績及び財政状態に影響が及ぶ可能性があります。
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(3) その他のリスク

　事業活動に関連して、訴訟、その他の法律的手続の対象となる可能性があり、その動向によっては損害賠償請求

負担や信用の失墜等により、当社グループの経営成績及び財政状態に影響が及ぶ可能性があります。

 

５【経営上の重要な契約等】

　当連結会計年度において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

６【研究開発活動】

　当社グループは、一元化されたデータに基づき、お客様の新製品開発活動における上流から下流まで様々な工程を

総合的に支援する、新製品開発支援体制を確立しております。各工程における生産データの一元化により各開発プロ

セス間の高度なコミュニケーションが可能となり、開発期間の短縮やコスト低減はもとより、一貫した開発コンセプ

トに基づいた総合的な品質管理を実現しております。

　新製品開発支援を行うためには、新素材への対応やその工法についての提案も不可欠であることから、CFRTP

（Carbon Fiber Reinforced Thermo Plastics：熱可塑性炭素繊維強化樹脂複合材）の製造工法の確立や製品化、な

らびにアルミやハイテン材（自動車用高強度鋼板）のホットプレス工法を用いた試作技術の確立等にも取り組んでお

ります。

　オートモーティブ事業においては、自動車業界の潮流となっている「軽量化」「自動化」のニーズに応えるべく新

素材での加工効率の向上およびこれによる新しい車体構造設計の提案が可能となる研究開発活動を実施してまいりま

す。また、新製品や新市場の開拓の一環として、産学連携を行うことにより様々な業界のニーズを把握することによ

り新製品開発支援がより高付加価値、高品質、短納期で実現できる体制を構築してまいります。

　新製品開発プロセスの中で、企画、デザイン、設計及びモデルのプロセスは、常に時代の最先端をお客様とともに

切り拓く作業であり、プロジェクト遂行に必要なあらゆる手法、技術が、恒常的に当社グループ内外で開発され、実

用化されます。これらのプロセスにおいて、お客様の新製品開発ニーズを的確に捉え、さらなる収益向上を目指して

まいります。これらの活動に係る当連結会計年度の研究開発費は114百万円であります。なお、研究開発費におきま

す各セグメントごとの内訳は、オートモーティブ事業79百万円及びコンシューマー事業35百万円であります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　本項において将来に関する記載がある場合、当該記載は、有価証券報告書提出日現在（平成28年６月30日）におけ

る当社グループの判断に基づくものであります。

　なお、当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用

し、「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。

(1）重要な会計方針及び見積もり

　当社グループの連結財務諸表等は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。連結財務諸表等の作成に当たっては、決算日における資産・負債の金額、当該連結財務諸表等の対象期間

における収益・費用の金額、偶発債権・債務や未実現損益等に関する情報の開示等に影響を与える見積もりや仮定の

設定を行う必要があります。当該見積もりや仮定の設定は、各種法令や会計原則・基準・規則、実務指針等に則り、

過去の実績や現在の状況を分析、検討し、客観的合理性があると認められる様々な要素に基づいて継続的に行われて

おります。但し、当該見積もりや仮定は不確実性を有しており、実際の結果とは異なる場合があります。

　当社グループでは、特に以下の重要な会計方針が、当社グループの連結財務諸表等の作成における見積もりや仮定

により重要な影響を受ける可能性があるものと考えております。

①たな卸資産

当社グループは、たな卸資産を評価するに当たり正味売却価額を見積もり、取得原価が正味売却価額を上回る場合

の当該差額について評価減を実施しております。実際の将来需要又は市場状況が当社グループの見積もりより悪化し

た場合、追加の評価減が必要となる可能性があります。

②貸倒引当金

当社グループは、営業債権及び金融債権について、金融債権に係る利息を含めて当該債権の回収可能性を検討し、

回収不能額を見積もった上で、貸倒引当金を計上しております。その見積もりは、一般債権については貸倒実績率に

基づいて行い、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案して行っております。債務者の債務履

行能力が、当社グループの見積もりより低下した場合、追加引当が必要となる可能性があります。

③固定資産の減損

当社グループは、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会　平成14年８月９日）及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６

号　平成21年３月27日））を適用しております。これにより当連結会計年度の税金等調整前当期純利益は478百万円

減少しております。同会計基準に基づいた減損の兆候の判定、減損損失の認識と測定等の継続的な実施に伴い、今後

新たな減損損失が発生する可能性があります。

　また、当社グループは、重要な経営戦略であるフルラインネットワークの拡充のため、必要な能力を有する国内外

の会社との業務・資本提携を行うなど、当該会社を連結子会社として企業集団を形成してまいりました。当該連結子

会社の持分取得価額と、当該持分に相当する当該連結子会社の連結開始時の時価純資産額との差額は、無形固定資産

ののれんとして計上され、当該のれんは、その効果の発現する期間を見積もり、20年以内で均等償却を行っておりま

す。のれんについても、上記の会計基準に基づき、減損の兆候の判定、減損損失の認識と測定等を継続的に実施する

ため、業務・資本提携当初に予定していた超過収益力が見込めなくなったものについては必要な減損を行う可能性が

あります。

④投資の減損

当社グループは、主に長期的な取引関係や業務提携関係の維持を目的として、特定の会社に対する少数持分を所有

しております。これらの株式には価格変動性の高い公開会社の株式と、株価決定が困難である非公開会社の株式が含

まれます。連結財務諸表等の作成に当たっては、公開会社の株式については決算日の市場価格等に基づく時価法によ

り評価を行い、時価のない非公開会社の株式については、原則として移動平均法による原価法を適用しております。

但し、公開会社の株式において、取得価額を下回る時価の下落が30%以上のもので、回復する見込があると認めら

れる場合（過去２年間において時価が下落率30%未満の金額であったことがある場合）を除き、時価をもって貸借対

照表価額とし、評価差額を当期の損失として処理しております。また、非公開会社の株式において、発行会社の直近

の１株当たり純資産額の下落率が30%以上のものについては、当該株式の実質価額をもって貸借対照表価額とし、差

額を当期損益として処理することがあります。将来の株式市況の悪化や、株式発行会社の財政状態の悪化等により、

評価損の計上が必要となる可能性があります。
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⑤繰延税金資産

当社グループでは、繰延税金資産を計上するに当たり、回収可能性が高いと考えられる金額を見積もり、同金額ま

で減額するための評価性引当額を計上しております。同見積もりは、客観的合理性があると認められる将来の課税所

得と税務計画についての仮定に基づき行われます。将来の業績の変動や税務関係諸法令の変更等により、当該仮定の

前提条件に変化が生じた場合、評価性引当額の増加による費用、又は不要な評価性引当額の取崩しによる利益が発生

する可能性があります。

⑥退職給付に係る負債

従業員の退職給付に備えるため、当社グループは連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、退職給付費用及び退職給付に係る負債の計上を行っています。退職給付費用及び退職給付債務は、数理計算上

で設定される前提条件や年金資産の長期期待運用収益率等に基づいて算出されています。この前提条件には割引率、

退職率、死亡率、予想昇給率等が含まれています。

この前提条件の変更等があった場合には、将来期間における退職給付費用及び退職給付債務に影響を及ぼすことが

あります。

(2）当連結会計年度の財政状態の分析

　当連結会計年度末における総資産は39,871百万円となり、前連結会計年度末に比べ3,325百万円減少いたしまし

た。

　項目別では、流動資産は、前連結会計年度末に比べ3,928百万円減少し、25,474百万円となりました。これは主

に、現金及び預金が1,771百万円、受取手形及び売掛金が1,564百万円、電子記録債権が271百万円及び仕掛品が232百

万円減少したことによるものであります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べ603百万円増加し、14,396百万円となりました。これは有形固定資産が555百

万円及び無形固定資産が114百万円増加したものの、投資その他の資産が66百万円減少したことによるものでありま

す。

　負債は、前連結会計年度末に比べ2,370百万円減少し、11,322百万円となりました。これは主に、支払手形及び買

掛金が344百万円、前受金が1,257百万円及びその他の流動負債が592百万円減少したことによるものであります。

　純資産は、前連結会計年度末に比べ954百万円減少し28,549百万円となりました。これは主に、利益剰余金が1,089

百万円増加したものの、非支配株主持分が552百万円、資本剰余金が251百万円及び為替換算調整勘定が1,039百万円

減少したことによるものであります。

 

(3）当連結会計年度の経営成績の分析

　①概要

　当連結会計年度における世界経済は、米国では景気拡大が続き、欧州においては緩やかな回復が持続しました。一

方、中国を含む新興国における景気は緩やかに減速するなど、総じて弱い動きになりました。国内経済においては、

個人消費に底堅い動きが見られたものの、海外経済の下振れ等により先行き不透明な状況で推移しました。

　このような状況のもと、当社はグローバル事業を拡大し成長することを目指し、連結経営管理体制の強化などの諸

施策を講じてまいりました。

　これらの結果、当連結会計年度の業績は、売上高47,067百万円（前期比7.4％減）、営業利益2,478百万円（前期比

11.9％減）、経常利益2,269百万円（前期比7.4％減）、親会社株主に帰属する当期純利益1,089百万円（前期比

50.4％減）となりました。

 

　　　②売上高、売上総損益

　当連結会計年度における当社グループの売上高は、前期比7.4％減の47,067百万円となりました。

　当社グループは、主に欧州の連結子会社の事業部門の一部を売却したことに起因し、売上高が3,756百万円減少

いたしました。

　また、当連結会計年度における当社グループの売上原価は、前期比11.1％減の35,877百万円となり、売上総利益

は前期比6.8％増の11,189百万円となりました。

 

③営業損益、販売費及び一般管理費

　当連結会計年度における当社グループの販売費及び一般管理費は、前期比13.7％増の8,710百万円となりまし

た。

　これは、主に人員増加に伴う人件費の増加に起因するものです。その結果、売上高営業利益率は前期比0.3ポイ

ント減の5.3％となっております。
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④経常損益、営業外損益

　当連結会計年度における当社グループの営業外収益は前期比55.8％減の169百万円、営業外費用は前期比49.4％

減の378百万円となりました。

　当連結会計年度における営業外収益の減少は、持分法による投資利益が112百万円及びその他の営業外収益が76

百万円減少したことによるものです。また、当連結会計年度における営業外費用の減少は、支払利息が132百万円

及びその他の営業外費用が93百万円減少したこと等によるものです。

当連結会計年度における当社グループの経常利益は、上述の状況を受け、前年同期比7.4％減の2,269百万円とな

りました。売上高経常利益率は、前年同期比0.0ポイント増の4.8％となりました。

 

⑤税金等調整前当期純損益、特別損益

当連結会計年度における当社グループの特別利益は前期比62.3％減の51百万円、特別損失は前期比238.1％増の

581百万円となりました。

当連結会計年度における特別利益の減少は、投資有価証券売却益が76百万円及び固定資産売却益が7百万円減少

したことによるものです。また、当連結会計年度における特別損失の増加は減損損失が366百万円及び退職給付費

用が81百万円増加したことによるものです。

この結果、当連結会計年度における当社グループの税金等調整前当期純利益は、前期比27.9％減の1,739百万

円、売上高税金等調整前当期純利益率は、前期比1.1ポイント減の3.7％となりました。

 

⑥親会社株主に帰属する当期純損益、法人税等

当連結会計年度における当社グループの法人税等は662百万円（前連結会計年度は106百万円）となり、親会社株

主に帰属する当期純利益は、前期比50.4％減の1,089百万円、売上高親会社株主に帰属する当期純利益率は、前期

比2.0ポイント減の2.3％となりました。

 

(4）当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況

　営業活動の結果得られた資金は3,132百万円（前連結会計年度は2,876百万円の収入）となりました。これは主に

税金等調整前当期純利益が1,739百万円、減価償却費が1,476百万円、減損損失が478百万円、売上債権の減少額が

1,131百万円あったこと等により資金が増加したのに対して、その他の流動負債の減少額が1,539百万円、法人税等

の支払額が982百万円あったこと等により資金が減少したことによるものであります。

　投資活動の結果使用した資金は3,547百万円（前連結会計年度は1,356百万円の支出）となりました。これは主

に、有形固定資産の取得による支出が2,963百万円、事業譲受による支出が327百万円あったことによるものであり

ます。

　財務活動の結果使用した資金は1,047百万円（前連結会計年度は6,504百万円の支出）となりました。これは主に

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得による支出が796百万円、自己株式の取得による支出が189百万円

あったことによるものであります。

　これらの活動の結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末に比べ、1,816百万円

減少し、9,571百万円となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度に実施しました設備投資は、日本アークの名古屋支社新社屋設立及び設備増強、東莞アークの設立

及びShapers’ポーランドの生産能力増強のための設備投資をそれぞれ行ったこと等により、総額3,027百万円となり

ました。

　各セグメントの設備投資については、次の通りであります。

 (1)オートモーティブ事業

　　日本アークの名古屋支社新社屋設立及び設備増強、東莞アークの設立及びShapers’ポーランドの生産能力増強

を目的とした設備投資を中心に総額1,864百万円の設備投資を実施いたしました。

 (2)エンジニアリング事業

　　P+Z Engineering GmbHのドイツ派遣法の改正に伴う派遣技術者の事務所受入のための設備投資を中心に総額670

百万円の設備投資を実施いたしました。

 (3)コンシューマー事業

　　アークヨーロッパの工場拡張並びに市場拡大のための拠点設立投資及び台湾アークにおける事業譲受に伴う設備

投資を中心に総額472百万円の設備投資を実施いたしました。

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。
 
(1）提出会社

平成28年３月31日現在
 

事業所名

（所在地）
セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業員数

(人)建物及び

構築物

機械装置

及び

運搬具

土地

（面積千㎡）
その他 合計

富士吉田工場

（山梨県富士吉田市）

オートモーティブ

事業

コンシューマー

事業

生産設備 376 113
256

(11.43)
3 750 121

東京本社

（埼玉県朝霞市）

オートモーティブ

事業

生産設備

営業設備
74 7

－

(－)
29 110 212

大阪本社

（大阪府富田林市）

コンシューマー

事業

生産設備

営業設備
71 61

243

(2.71)
5 381 80

名古屋支社

（名古屋市天白区）

（愛知県日進市）

オートモーティブ

事業

生産設備

営業設備
6 28

614

(14.83)
4 654 84

栃木営業所

（栃木県宇都宮市）

オートモーティブ

事業

生産設備

営業設備
0 0

－

(－)
1 2 26

広島事業所

（広島市南区）

オートモーティブ

事業

生産設備

営業設備
6 18

－

(－)
0 25 10

横浜事業所

（横浜市都筑区）

コンシューマー

事業

生産設備

営業設備
12 3

－

(－)
0 16 23

埼玉支社

（埼玉県日高市）

オートモーティブ

事業

生産設備

営業設備
587 274

737

(23.90)
43 1,643 210

統括本部

（大阪市中央区）
その他 管理設備 0 －

－

(－)
2 3 33

その他

（岐阜県飛騨市）
その他 遊休資産 － －

0

(12.25)
－ 0 －
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（2）在外子会社

平成28年３月31日現在
 

会社名 所在地

 
 

セグメントの名称

 

設備の内容

帳簿価額(百万円)

従業員数
(人)建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

米国アーク

（注）

米国

（カリフォルニア）

オートモーティブ

事業

生産設備

営業設備
98 388

－

(－)
45 533 25

タイアーク
タイ

（パトンタニ）

オートモーティブ

事業

生産設備

営業設備
560 1,124

546

(69.11)
107 2,338 296

台湾アーク
台湾

（台北）

コンシューマー

事業

生産設備

営業設備
－ 91

－

(－)
22 113 212

アークディソン

上海

中国

（上海）

オートモーティブ

事業

生産設備

営業設備
4 145

－

(－)
8 158 158

アーク

ヨーロッパ

英国

（ナニートン）

オートモーティブ

事業

エンジニアリング

事業

コンシューマー

事業

生産設備

営業設備
232 717

－

(－)
17 967 300

P+Z Engineering

GmbH　（注）

ドイツ

（ミュンヘン）

エンジニアリング

事業

生産設備

営業設備
87 164

－

(－)
665 916 955

Shapers'

フランス

フランス

（メーヌ エ

ロワール）

オートモーティブ

事業

生産設備

営業設備
17 243

－

(－)
4 265 147

Shapers'

ポーランド

ポーランド

（ブィドゴシュ

チュ）

オートモーティブ

事業

生産設備

営業設備
154 256

－

(－)
5 416 233

Shapers'

インド

インド

（プネ）

オートモーティブ

事業

生産設備

営業設備
206 230

59

(13.35)
6 503 178

LCOプロトモール
フランス

（オートサヴォワ）

コンシューマー

事業

生産設備

営業設備
10 111

－

(－)
2 124 45

（注）　同社の子会社の設備を含んでおります。

 

（注）　主要な貸借設備として、以下のものがあります。

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容
年間賃借料又は
リース料（百万円）

株式会社アーク
東京本社

（埼玉県朝霞市）
土地及び建物 150
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３【設備の新設、除却等の計画】

当社グループは、事業の対象が多種多様な品種、市場に渡り、時代の最先端動向への迅速な対応が要求される新製

品開発支援事業を専ら営んでおります。そのため、セグメントごとの数値を開示する方法によっております。

当連結会計年度後１年間の設備投資計画（新規・拡充）は、3,407百万円であり、セグメントごとの内訳は次のと

おりであります。

セグメントの名称
平成28年３月末計画金額

(百万円)
設備の主な内容・目的 資金調達方法

オートモーティブ事業 2,773

複合素材に係わる新技術の

開発、成長領域での事業拡

大、世界5極でオートモー

ティブ試作をフルサポート

自己資金

エンジニアリング事業 365 新コンピタンス開発 同上

コンシューマー事業 269
ラピッドプロトタイピング

ビジネスのグローバル連携
同上

合計 3,407   

（注）１．金額には消費税を含めておりません。

　　　２．経常的な設備の更新のための除売却を除き、重要な設備の除売却の予定はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式

Ｂ種優先株式

900,000,000

50,000,000

計 1,000,000,000

　（注）定款において種類別の発行可能株式総数は普通株式は900,000,000株、Ｂ種優先株式は50,000,000株と定めてお

ります。但し、発行可能株式総数と種類別の発行可能株式総数の合計との一致については会社法上要求されてい

ないため、発行可能株式総数は1,000,000,000株と定めております。

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成28年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成28年６月30日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 338,657,431 338,657,431
東京証券取引所

 （市場第一部）
単元株式数100株

Ｂ種優先株式 23,704,319 23,704,319 非上場
単元株式数100株

（注）１（注）２

計 362,361,750 362,361,750 － －

　（注）１．Ｂ種優先株式は、現物出資（債務の株式化　10,311百万円）によって発行されたものであります。
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　（注）２．Ｂ種優先株式の内容は次のとおりであります。

(1)　剰余金の配当

Ｂ種優先株式に係る剰余金の配当については、普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は

普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に対する剰余金の期末配当、中間配

当又は臨時配当を行うときは、当該剰余金の配当に係る基準日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＢ

種優先株式を有する株主（以下「Ｂ種優先株主」という。）又はＢ種優先株式の登録株式質権者（以下

「Ｂ種優先登録株式質権者」という。）に対し、Ｂ種優先株式１株につき普通株式１株当たりの配当額と

同額の剰余金を支払うものとする。

(2)　優先順位

普通株式及びＢ種優先株式に係る剰余金の配当の支払順位は、同順位とする。

(3)　残余財産の分配

①　残余財産の分配

当社は、残余財産を分配するときは、Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普

通登録株式質権者に先立ち、Ｂ種優先株式１株につき、Ｂ種優先株式１株当たりの払込金額相当額（ただ

し、Ｂ種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合又はこれに類する事由があった場合

には、適切に調整される。）の金銭を支払う。

②　非参加条項

Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対しては、上記①のほか、残余財産の分配は行わない。

(4)　議決権

Ｂ種優先株主は、全ての事項につき株主総会において議決権を行使することができない。Ｂ種優先株式の

１単元の株式数は、100株とする。

(5)　種類株主総会における決議

当社が会社法第322条第１項各号に掲げる行為をする場合においては、法令に別段の定めのある場合を除

き、Ｂ種優先株主を構成員とする種類株主総会の決議を要しない。

(6)　普通株式を対価とする取得請求権

①　取得請求権

Ｂ種優先株主は、下記②に定める取得を請求することができる期間中いつでも、当社に対して、自己の有

するＢ種優先株式の全部又は一部を普通株式を対価として取得することを請求することができる。かかる

取得の請求があった場合、当社は、Ｂ種優先株主がかかる取得の請求をしたＢ種優先株式を取得するのと

引換えに、下記③に定める財産を当該Ｂ種優先株主に対して交付するものとする。

②　取得を請求することができる期間

Ｂ種優先株式の払込期日の５年後の応当日の翌日（当該日が営業日でない場合には、その直後の営業日）

以降とする。ただし、(7)に基づき当社が金銭を対価とする取得条項に係るＢ種優先株式取得日を定めた

場合、当社がＢ種優先株主及びＢ種優先登録株式質権者に対し、Ｂ種優先株式取得日を通知又は公告した

日からＢ種優先株式取得日までの間、Ｂ種優先株主は本項に基づく普通株式を対価とする取得請求権を行

使できないものとする。

③　取得と引換えに交付すべき財産

当社は、Ｂ種優先株式の取得と引換えに、Ｂ種優先株主が取得の請求をしたＢ種優先株式数にＢ種優先株

式１株当たりの払込金額相当額（ただし、Ｂ種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併

合又はこれらに類する事由があった場合には、適切に調整される。）を乗じた額を下記④及び⑤に定める

取得価額で除した数の普通株式を交付する。なお、Ｂ種優先株式の取得と引換えに交付すべき普通株式の

数に１株に満たない端数があるときは、会社法第167条第３項に従ってこれを取扱う。

④　当初取得価額

取得価額は、当初145円とする。

⑤　取得価額の調整

イ．Ｂ種優先株式の発行後に以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり取得価額を調

整する。

１．普通株式につき株式の分割又は株式無償割当てをする場合、以下の算式により取得価額を調整す

る。なお、株式無償割当ての場合には、下記の算式における「分割前発行済普通株式数」は「無償

割当て前発行済普通株式数（ただし、その時点で当社が保有する普通株式を除く。）」、「分割後

発行済普通株式数」は「無償割当て後発行済普通株式数（ただし、その時点で当社が保有する普通

株式を除く。）」とそれぞれ読み替える。調整後取得価額は、株式の分割に係る基準日又は株式無

償割当ての効力が生ずる日（株式無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日）の翌日以降

これを適用する。
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調 整 後

取 得 価 額
＝
調 整 前

取 得 価 額
×
分割前発行済普通株式数

分割後発行済普通株式数

 

２．普通株式につき株式の併合をする場合、株式の併合の効力が生ずる日をもって次の算式により、取

得価額を調整する。

 

調 整 後

取 得 価 額
＝
調 整 前

取 得 価 額
×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

 

３．下記ニに定める普通株式１株当たりの時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合又は

当社が保有する普通株式を処分する場合（株式無償割当ての場合、普通株式の交付と引換えに取得

される株式若しくは新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本３．において同

じ。）の取得による場合、普通株式を目的とする新株予約権の行使による場合又は合併、株式交換

若しくは会社分割により普通株式を交付する場合を除く。）、次の算式（以下、「取得価額調整

式」という。）により取得価額を調整する。調整後取得価額は、払込期日（払込期間を定めた場合

には当該払込期間の最終日）の翌日以降、また、株主への割当てに係る基準日を定めた場合は当該

基準日（以下、「株主割当日」という。）の翌日以降これを適用する。なお、当社が保有する普通

株式を処分する場合には、取得価額調整式における「新たに発行する普通株式の数」は「処分する

当社が保有する普通株式の数」、「当社が保有する普通株式の数」は「処分前において当社が保有

する普通株式の数」とそれぞれ読み替える。

 

調 整 後

取 得 価 額
＝
調 整 前

取 得 価 額
×

(発行済普通株式の数

－　　　　　　当社が保有する普

通株式の数) ＋

新たに発行する

普 通 株 式 の 数
×
１ 株 当 た り の

払 込 金 額

１株当たりの時価

（発行済普通株式の数－当社が保有する普通株式の数）

＋新たに発行する普通株式の数

 

４．当社に取得をさせることにより又は当社に取得されることにより、下記ニに定める普通株式１株当

たりの時価を下回る普通株式１株当たりの取得価額をもって普通株式の交付を受けることができる

株式を発行又は処分する場合（株式無償割当ての場合を含む。）、かかる株式の払込期日（払込期

間を定めた場合には当該払込期間の最終日。以下本４．において同じ。）に、株式無償割当ての場

合にはその効力が生ずる日（株式無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下本４．

において同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行又は処分される株式の全てが当

初の条件で取得され普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において「１株当たり払

込金額」としてかかる価額を使用して計算される額を、調整後取得価額とする。調整後取得価額

は、払込期日の翌日以降、株式無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割

当日がある場合にはその日の翌日以降、これを適用する。

５．行使することにより又は当社に取得されることにより、普通株式１株当たりの新株予約権の払込金

額と新株予約権の行使に際して出資される財産の普通株式１株当たりの価額の合計額が下記ニに定

める普通株式１株当たりの時価を下回る価額をもって普通株式の交付を受けることができる新株予

約権を発行する場合（新株予約権無償割当ての場合を含む。）、かかる新株予約権の割当日に、新

株予約権無償割当ての場合にはその効力が生ずる日（新株予約権無償割当てに係る基準日を定めた

場合は当該基準日。以下本５．において同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行

される新株予約権の全てが当初の条件で行使され又は取得されて普通株式が交付されたものとみな

し、取得価額調整式において「１株当たり払込金額」として普通株式１株当たりの新株予約権の払

込金額と新株予約権の行使に際して出資される財産の普通株式１株当たりの価額の合計額を使用し

て計算される額を、調整後取得価額とする。調整後取得価額は、かかる新株予約権の割当日の翌日

以降、新株予約権無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場

合にはその翌日以降、これを適用する。ただし、本５．による取得価額の調整は、当社の取締役、

監査役又は従業員に対してストック・オプション目的で発行される普通株式を目的とする新株予約

権には適用されないものとする。
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ロ．上記イに掲げた事由によるほか、下記１．又は２．のいずれかに該当する場合には、当社はＢ種優先

株主及びＢ種優先登録株式質権者に対して、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整後取

得価額、適用の日及びその他必要な事項を通知した上、取得価額の調整を適切に行うものとする。

１．合併、株式交換、株式移転、吸収分割又は新設分割のために取得価額の調整を必要とするとき。

２．前１．のほか、普通株式の発行済株式の総数（ただし、当社が保有する普通株式の数を除く。）の

変更又は変更の可能性を生ずる事由の発生によって取得価額の調整を必要とするとき。

ハ．取得価額の調整に際して計算が必要な場合は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四

捨五入する。

ニ．取得価額調整式に使用する普通株式１株当たりの時価は、調整後取得価額を適用する日に先立つ45取

引日目に始まる連続する30取引日の株式会社東京証券取引所市場第一部における当社普通株式の普通

取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。また、平均値の計算は、

円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とする。

ホ．取得価額の調整に際し計算を行った結果、調整後取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満にと

どまるときは、取得価額の調整はこれを行わない。ただし、その後取得価額の調整を必要とする事由

が発生し、取得価額を算出する場合には、取得価額調整式中の調整前取得価額に代えて、調整前取得

価額からこの差額を差し引いた額を使用するものとする。

⑥　合理的な措置

上記④ないし⑤に定める取得価額は、希薄化防止及び異なる種類の株式の株主間の実質的公平の見地から

解釈されるものとし、その算定が困難となる場合又は算定の結果が不合理となる場合には、当社の取締役

会は、取得価額の適切な調整その他の合理的に必要な措置をとるものとする。

⑦　取得請求受付場所

大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

三菱UFJ信託銀行株式会社大阪証券代行部

⑧　取得請求の効力発生

取得請求の効力は、取得請求に要する書類が上記⑦に記載する取得請求受付場所に到達したときに発生す

る。

(7)　金銭を対価とする取得条項

①　金銭を対価とする取得条項

当社は、Ｂ種優先株式の払込期日の翌日以降、取締役会が別に定める日（以下、「Ｂ種優先株式取得日」

という。）が到来することをもって、法令上可能な範囲で、Ｂ種優先株式の全部又は一部を取得すること

ができる。この場合、当社は、かかるＢ種優先株式を取得するのと引換えに、下記②に定める財産をＢ種

優先株主に対して交付するものとする。なお、Ｂ種優先株式の一部を取得するときは、按分比例の方法に

よる。

②　取得と引換えに交付すべき財産

当社は、Ｂ種優先株式の取得と引換えに、Ｂ種優先株式１株につき、Ｂ種優先株式１株当たりの払込金額

相当額（ただし、Ｂ種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合又はこれらに類する事

由があった場合には、適切に調整される。）の金銭を交付する。

(8)　普通株式を対価とする取得条項

当社は、Ｂ種優先株式の払込期日の１年後の応当日の翌日以降、取締役会が別に定める日（以下、「Ｂ種

優先株式一斉転換日」という。）が到来することをもって、普通株式の交付と引換えに、Ｂ種優先株式の

全部を取得することができる。この場合、当社は、かかるＢ種優先株式を取得するのと引換えに、かかる

Ｂ種優先株式の数にＢ種優先株式１株当たりの払込金額相当額（ただし、Ｂ種優先株式につき、株式の分

割、株式無償割当て、株式の併合又はこれらに類する事由があった場合には、適切に調整される。）を乗

じて得られる額を、Ｂ種優先株式一斉転換日における取得価額（(6)⑤に準じて調整される。）で除して

得られる数の普通株式をＢ種優先株主に対して交付するものとする。Ｂ種優先株式の取得と引換えに交付

すべき普通株式の数に１株に満たない端数がある場合には、会社法第234条に従ってこれを取扱う。

(9)　株式の分割又は併合及び株式無償割当て

①　分割又は併合

当社は、株式の分割又は併合を行うときは、普通株式及びＢ種優先株式の種類ごとに、同時に同一の割合

で行う。

②　株式無償割当て

当社は、株式無償割当てを行うときは、普通株式及びＢ種優先株式の種類ごとに、当該種類の株式の無償

割当てを、同時に同一の割合で行う。

EDINET提出書類

株式会社アーク(E02446)

有価証券報告書

 26/103



(10)　法令変更等

法令の変更等に伴い本要項の規定について読み替えその他の措置が必要となる場合には、当社の取締役会

は合理的に必要な措置を講じる。

(11)　譲渡制限

譲渡によるＢ種優先株式の取得については当社の取締役会の承認を要する。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　会社法に基づき発行した発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成27年５月20日取締役会決議

 
事業年度末現在

(平成28年３月31日)

提出日の前月末現在

(平成28年５月31日)

新株予約権の数（個） 119 114

新株予約権のうち自己新株予約権の数

（個）
― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 11,900 11,400

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左

新株予約権の行使期間
自 平成27年８月３日

至 平成28年６月29日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

(円)（注）１

発行価格　　 132

資本組入額　 66
同左

新株予約権の行使の条件

当社と新株予約権者との間で締結す

る「新株予約権割当契約」に定める

ところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による新株予約権の取得につい

ては、当社取締役会の決議による承

認を要するものとします。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項
（注）２ 同左

（注）１．発行価格は、新株予約権の払込金額１株当たり131円と行使時の払込金額１円を合算しています。なお、新

株予約権の払込金額１株当たり131円については、当社執行役員の当社に対する報酬債権をもって相殺してい

ます。

２．当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）

（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合

併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸

収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がそ

の効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの

場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権

を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計

画において定めることを条件とする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記「新株予約権の目的となる株式の種類」および「新株予約権の

目的となる株式の数」に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

EDINET提出書類

株式会社アーク(E02446)

有価証券報告書

 27/103



交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に上記③

に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とす

る。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対

象会社の株式１株当たり１円とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為

の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使する

ことができる期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定す

る。

⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

⑧　新株予約権の行使の条件

上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

⑨　新株予約権の取得条項

当社は、以下の(1)、(2)、(3)、(4)又は(5)の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議

が不要の場合は、当社取締役会決議）は、当社取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取得する

ことができる。

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

(2) 当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

(4) 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

についての定めを設ける定款の変更承認の議案

(5) 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の承

認を要すること又は当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得すること

についての定めを設ける定款の変更承認の議案

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成23年８月24日

（注）１
47,222 115,324 10,294 41,050 10,247 11,298

平成23年８月25日

（注）２
150,000 265,324 4,500 45,550 4,500 15,798

平成23年９月21日

（注）３
－ 265,324 △33,378 12,171 － 15,798

平成25年７月29日

（注）４
－ 265,324 △10,171 2,000 △3,898 11,900

平成26年８月５日

（注）５
270,555 535,880 － 2,000 － 11,900

平成26年８月27日

（注）６
△173,518 362,361 － 2,000 － 11,900

（注）１．有償第三者割当

Ｂ種優先株式　発行価額　435円

資本組入額　5,167百万円

割当先　株式会社みずほ銀行         　　12,315,391株

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 　　11,388,928株

Ｃ種優先株式　発行価額　435円

資本組入額　5,127百万円

割当先　株式会社地域経済活性化支援機構 23,518,613株

　　　　２．有償第三者割当

Ａ種優先株式　発行価額　60円

資本組入額　4,500百万円

割当先　株式会社地域経済活性化支援機構 150,000,000株

　　　　３．会社法第447条第１項の規定に基づき、資本金の額を減少し、その他資本剰余金へ振り替えたものであり

ます。

　　　　４．欠損填補の目的のため、会社法第447条第１項及び448条第１項の規定に基づき、資本金及び資本準備金を

その他資本剰余金に振り替えております。

　　　　５．平成26年８月５日付で株式会社地域経済活性化支援機構によるＡ種優先株式50,000,000株及びＣ種優先株

式23,518,613株の普通株式対価取得請求権行使を受け、同日当社は、普通株式270,555,839株を発行して

おります。

　　　　６．平成26年８月５日付で当社が取得したＡ種優先株式50,000,000株及びＣ種優先株式23,518,613株、並びに

平成26年８月26日付で株式会社地域経済活性化支援機構による金銭対価取得請求権行使を受け取得したＡ

種優先株式100,000,000株の全てにつき、平成26年８月27日付の取締役会決議に基づき消却を行っており

ます。

　　　　７．平成28年６月29日開催の第48回定時株主総会において、会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備

金11,900百万円を全額減少し、その同額をその他資本剰余金とすることを決議しております。

 

EDINET提出書類

株式会社アーク(E02446)

有価証券報告書

 29/103



（６）【所有者別状況】

①普通株式

平成28年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数　100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他
の法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 24 39 111 63 14 17,059 17,310 －

所有株式数

（単元）
－ 96,946 37,605 2,720,086 22,926 384 508,574 3,386,521 5,331

所有株式数の

割合（％）
－ 2.86 1.11 80.32 0.68 0.01 15.02 100.00 －

　（注）１．自己株式4,755,766株は、「個人その他」に47,557単元及び「単元未満株式の状況」に66株を含めて記載し

ております。

２．「その他の法人」の中には証券保管振替機構名義の株式が6単元含まれております。

３．「金融機関」には、「株式給付信託」制度の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託E

口）が所有している当社株式16,600単元が含まれております。

　　なお、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託E口）が所有している当社株式は、連結財務諸表及び財務

諸表において自己株式として表示しております。

 

②Ｂ種優先株式

平成28年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数　100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他
の法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 2 － － － － － 2 －

所有株式数

（単元）
－ 237,042 － － － － － 237,042 119

所有株式数の

割合（％）
－ 100.00 － － － － － 100.00 －
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（７）【大株主の状況】

  平成28年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ＯＰＩ・11株式会社 東京都港区浜松町二丁目４－１ 270,555 74.66

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５―５ 12,915 3.56

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７－１ 11,588 3.20

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社
東京都中央区晴海一丁目８－11 4,980 1.37

株式会社ア－ク 大阪府大阪市中央区南本町二丁目２－９ 4,755 1.31

資産管理サービス信託銀行株式会社 東京都中央区晴海一丁目８－12 2,050 0.57

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社
東京都港区浜松町二丁目11－３ 1,248 0.34

第一大宮株式会社 大阪府摂津市南別府町16－16 690 0.19

左近　哲也 大阪府泉佐野市 500 0.14

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９－１ 473 0.13

計 － 309,758 85.48

　（注）１．上記信託銀行の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、以下のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 4,980千株

資産管理サービス信託銀行株式会社 2,050千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 1,248千株

２．資産管理サービス信託銀行株式会社が保有する2,050千株には、「株式給付信託」にかかる信託E口の保有す

る株式1,660千株が含まれております。

 

　　なお、所有株式に係る議決権の個数の多い順上位10名は、以下のとおりであります。

  平成28年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数
（個）

総株主の議決権に
対する所有議決権
数の割合（％）

ＯＰＩ・11株式会社 東京都港区浜松町二丁目４－１ 2,705,558 81.43

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社
東京都中央区晴海一丁目８－11 49,805 1.50

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社
東京都港区浜松町二丁目11－３ 12,481 0.38

第一大宮株式会社 大阪府摂津市南別府町16－16 6,905 0.21

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５－５ 6,000 0.18

左近　哲也 大阪府泉佐野市 5,000 0.15

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９－１ 4,732 0.14

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木一丁目６－１ 4,016 0.12

資産管理サービス信託銀行株式会社 東京都中央区晴海一丁目８－12 3,907 0.12

CBNY-DFA INVESTMENT TRUST

COMPANY-JAPANESE SMALL COMPANY

SERIES（常任代理人シティバンク銀

行株式会社）

388 GREENWICH STREET, NEW YORK, NY

10013 USA（東京都新宿区新宿六丁目27

－30）

3,768 0.11

計 － 2,802,172 84.34

　（注）資産管理サービス信託銀行株式会社が所有する議決権数20,507個の内16,600個は、「株式給付信託」にかかる議

決権数であるため、当該議決権数を控除して総株主の議決権数に対する所有議決権数の割合を計算しておりま

す。
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 Ｂ種優先株式 23,704,200 － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式      4,755,700
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式    333,896,400 3,338,964 －

単元未満株式
普通株式          5,331

Ｂ種優先株式        119
－ －

発行済株式総数             362,361,750 － －

総株主の議決権 － 3,338,964 －

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式600株（議決権の数６個）が含まれ

ております。

２．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式給付信託の信託財産として、資産管理サービス信託

銀行株式会社（信託E口）が保有する当社株式1,660,000株（議決権16,600個）が含まれております。なお、

資産管理サービス信託銀行株式会社（信託E口）が所有している当社株式は、連結財務諸表及び財務諸表に

おいて自己株式として表示しております。

 

②【自己株式等】

平成28年３月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社アーク
大阪市中央区南本町二

丁目２番９号
4,755,700 － 4,755,700 1.31

計 － 4,755,700 － 4,755,700 1.31

（注）上記のほか、株式給付信託の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託E口）が所有し

ている当社株式1,660,000株を、連結財務諸表及び財務諸表において自己株式として表示しております。

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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（１０）【従業員株式所有制度の内容】

（当社取締役に対する新たな株式報酬制度）

当社は、当社の取締役及び執行役員の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、取締役及び執

行役員が株価上昇によるメリットのみならず、株価下落リスクまでも株主の皆様と共有することで、当社の中長期

的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、「株式給付信託（BBT（＝Board

Benefit Trust））」（以下、「本制度」といいます。）を導入しております。

(1）制度の概要

本制度は、当社が拠出する金員を原資として、当社株式が信託を通じて取得され、当社の取締役及び執行役員に

対して、当社取締役会が定める執行役員株式給付規程に従い、業績達成度等に応じて、当該当社株式及び当該当社

株式の換価処分金相当額の金銭（以下「当社株式等」といいます。）が交付又は給付（以下「交付等」といいま

す。）される株式報酬制度です。

（注）本制度に基づく取締役への当社株式等の交付等は、当社親会社からの出向取締役及び社外取締役を除く全て

の取締役が兼務している執行役員としての業務にかかる業績達成度等に応じた交付等であり、取締役に対す

る当社株式等の交付等に関しては、当社執行役員株式給付規程が適用され、また当社株式等の交付等を受け

る時期は、取締役退任時ではなく原則として執行役員退任時となります。

(2）信託契約の内容

① 名称　　　　　　　　　株式給付信託（BBT）

② 委託者　　　　　　　　当社

③ 受託者　　　　　　　　みずほ信託銀行株式会社

みずほ信託銀行株式会社は資産管理サービス信託銀行株式会社と包括信託契約を締結

し、資産管理サービス信託銀行株式会社は再信託受託者となります。

④ 受益者　　　　　　　　執行役員を退任した者のうち執行役員株式給付規程に定める受益者要件を満たす者

⑤ 信託管理人　　　　　　当社と利害関係のない第三者を選定

⑥ 信託の種類　　　　　　金銭信託以外の金銭の信託（他益信託）

⑦ 本信託契約の締結日　　平成27年８月28日

⑧ 金銭を信託した日　　　平成27年８月28日

⑨ 信託の期間　　　　　　平成27年８月28日から信託が終了するまで（特定の終了期日は定めず、本制度が継続

する限り信託は継続します。）

⑩ 議決権の行使　　　　　行使しないものとします。

⑪ 取得株式の種類　　　　当社普通株式

⑫ 取得株式の総額　　　　183百万円

株主総会で決議されました株式取得資金183百万円を拠出します。

⑬ 株式の取得方法　　　　取引市場より取得

⑭ 帰属権利者　　　　　　当社
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　 会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成27年５月20日）での決議状況

（取得期間　平成27年８月28日～平成27年11月30日）
－ 183,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 1,660,000 182,876,054

残存決議株式の総数及び価額の総額 － －

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） － －

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在における未行使割合（％） － －

 

会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成27年６月26日）での決議状況

（取得期間　平成27年７月２日）
46,700 6,257,800

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 46,700 6,257,800

残存決議株式の総数及び価額の総額 － －

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） － －

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在における未行使割合（％） － －

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。
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（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
－ － － －

その他（新株予約権の権利行使） 34,800 115,571 500 1,660

保有自己株式数 6,415,766 － 6,415,266 －

（注）１．当事業年度および当期間における「保有自己株式数」には、株式給付信託制度の導入にともない資産管理

サービス信託銀行株式会社（信託E口）が所有する1,660,000株が含まれております。

２．当期間における処理自己株式数には、平成28年６月１日から有価証券報告書提出日までの新株予約権の権利

行使による株式数は含まれておりません。

３．当期間における「保有自己株式数」には、平成28年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取りによる株式数は含めておりません。

 

３【配当政策】

　当社は、利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定

した配当を継続していくことを基本方針としております。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を基本方針としております。これらの剰余金の配当の決定機

関は取締役会であります。

　当事業年度の配当につきましては、誠に遺憾ではございますが、引き続き無配とさせて頂きます。

　当社は、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができ

る。」旨定款に定めております。

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

最高（円） 144 253 400 290 141

最低（円） 64 70 161 131 75
 
（注）１．最高・最低株価は、平成24年７月１日より東京証券取引所市場第一部におけるものであります。それ以前

は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

　　　２．大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スダンダード）については、平成24年５月16日に上場廃止の申請を行い、

同年平成24年７月１日に上場廃止となっております。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成27年10月 11月 12月 平成28年１月 ２月 ３月

最高（円） 126 124 125 111 99 95

最低（円） 104 112 98 90 75 83

 
（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性　10名　女性　―名　（役員のうち女性の比率　―％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

代表取締役

社長
 鈴木 康夫 昭和23年１月28日生

 
昭和45年４月 株式会社小松製作所入社

平成14年６月 同社執行役員

平成16年４月 同社常務執行役員

平成16年６月 同社取締役

平成19年４月 同社専務執行役員

平成20年６月 株式会社富士テクニカ（現株式会社富士

テクニカ宮津）取締役

平成21年４月 株式会社小松製作所産機事業本部長

平成23年７月 同社顧問（現任）

平成23年８月 当社代表取締役社長（現任）

 タイアーク取締役

平成23年12月 ３Ｄ　ＡＵＴＯ　ＰＲＯＴＥＣＨ 株式

会社取締役

平成24年４月 国立大学法人金沢大学理事（現任）

平成24年10月 当社開発支援事業本部担当

平成26年６月 ３Ｄ　ＡＵＴＯ　ＰＲＯＴＥＣＨ 株式

会社代表取締役

平成27年７月 Shapers'フランス代表取締役(現任)

平成27年10月 P+Z Engineering GmbH代表取締役(現任)
 

（注）３
普通株式

20

取締役 管理本部長 神谷 達郎 昭和23年７月５日生

 
昭和48年４月 株式会社小松製作所入社

平成13年７月 コマツゼノア株式会社執行役員　経理部

長

平成14年６月 同社取締役執行役員　経営企画室長

平成17年４月 同社取締役常務執行役員　建機事業部長

平成18年４月 コマツフォークリフト株式会社常務執行

役員　経営企画室長

平成18年６月 同社取締役常務執行役員　経営企画室長

平成19年４月 コマツユーティリティ株式会社取締役常

務執行役員　戦略本部長

平成22年４月 同社取締役専務執行役員　経営企画室長

平成23年４月 株式会社小松製作所顧問

平成24年１月 当社顧問

平成24年３月 ３Ｄ　ＡＵＴＯ　ＰＲＯＴＥＣＨ 株式

会社取締役

平成24年４月 当社常務執行役員

当社経営企画室長

平成26年４月 当社経営企画本部(現管理本部)長(現任)

平成26年６月 当社取締役(現任)

平成27年６月 英国アーク取締役(現任)

 台湾アーク董事(現任)

 当社専務執行役員

平成28年４月 当社常務執行役員(現任)

 当社管理本部担当(現任)
 

（注）３
普通株式

5

取締役  松本 展明 昭和49年５月28日生

 
平成９年４月 オリックス株式会社入社

平成23年10月 同社事業投資本部事業投資グループシニ

アヴァイスプレジデント(現任)

平成26年９月

 

 
平成27年６月

平成28年４月

当社取締役(現任)

当社常務執行役員

当社経営企画本部副本部長

当社専務執行役員

当社常務執行役員(現任)

当社社長補佐（現任）
 

（注）３ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

取締役  石岡　浩 昭和34年11月20日生

 
昭和60年８月 当社前身株式会社東京モデルメーカーズ

入社

平成21年４月 当社執行役員東京本社担当

平成23年４月 当社東日本営業担当

平成23年６月 ３Ｄ　ＡＵＴＯ　ＰＲＯＴＥＣＨ 株式

会社代表取締役

平成24年10月 当社開発支援事業本部副本部長

平成26年４月 当社オートモーティブ事業本部副本部長

(営業・タイ担当)

平成26年６月 ３Ｄ　ＡＵＴＯ　ＰＲＯＴＥＣＨ 株式

会社取締役

平成26年７月 タイアーク代表取締役(現任)

平成27年４月 当社常務執行役員(現任)

 当社アジア地域サブマネージャー（オー

トモーティブ担当）（現任）

平成27年６月 当社取締役(現任)

平成28年５月 アークディソン上海董事(現任)

平成28年６月 東莞アーク董事(現任)
 

（注）３
普通株式

1

取締役  入江 修二 昭和38年３月14日生

 
平成13年５月 みずほ証券株式会社入社

平成23年４月 オリックス株式会社入社

同社事業投資グループ長

平成23年６月 オリックス・プリンシパル・インベスト

メンツ株式会社代表取締役

平成23年９月 オリックス株式会社事業投資本部副本部

長

平成23年10月 オリックス・ホールセール証券株式会社

取締役

平成24年１月 オリックス・ホールセール証券株式会社

代表取締役

平成25年１月 オリックス株式会社執行役

平成26年１月 同社事業投資本部長(現任)

平成26年９月 当社社外取締役

平成28年１月 オリックス株式会社常務執行役兼

コンセッション事業推進部管掌(現任)

平成28年６月 当社取締役(現任)
 

（注）３ －

取締役  三宅 誠一 昭和43年４月15日生

 
平成４年４月 オリックス株式会社入社

平成24年４月 同社事業投資本部事業投資グループ長

(現任)

平成25年８月 オリックス・プリンシパル・インベスト

メンツ株式会社代表取締役(現任)

平成26年５月 ＯＰＩ・11株式会社代表取締役(現任)

平成26年９月 当社社外取締役

平成28年１月 オリックス株式会社事業投資本部副本部

長(現任)

平成28年６月 当社取締役(現任)
 

（注）３ －

取締役  髙井 伸太郎 昭和48年１月24日生

 
平成11年４月 弁護士登録(第一東京弁護士会)

 長島・大野法律事務所(現長島・大野・

常松法律事務所)入所

平成19年１月 同所パートナー弁護士

平成22年２月 三起商行株式会社社外監査役(現任)

平成26年９月 当社社外取締役(現任)

平成28年６月 高井＆パートナーズ法律事務所弁護士

(現任)

 株式会社ワークスアプリケーションズ社

外取締役(現任)
 

（注）３ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

常勤監査役   吉田 正明 昭和28年10月11日生

 
昭和51年４月 株式会社三和銀行（現株式会社三菱東京

UFJ銀行）入行

平成18年７月 当社に入社　関係会社管理部副部長

平成20年４月 当社執行役員　関係会社管理部長

平成22年４月 当社執行役員　統括本部副本部長

平成24年３月 株式会社Ｃ＆Ｇシステムズ取締役

平成24年６月 当社取締役

株式会社ソルプラス取締役

株式会社積水工機製作所取締役

平成26年６月 当社常勤監査役（現任）

平成27年10月 アークディソン上海監査役（現任）

 東莞アーク監査役（現任）
 

（注）４
普通株式

０

監査役  山田 庸男 昭和18年12月15日生

 
昭和45年４月 司法修習修了(第22期)弁護士登録(大阪

弁護士会)

昭和48年４月 山田法律事務所(現弁護士法人梅ヶ枝中

央法律事務所)所長(現任)

平成６年４月 大阪弁護士会副会長

平成６年６月 アルフレッサファーマ株式会社社外監査

役(現任)

平成９年７月 日本弁護士連合会民事介入暴力対策委員

会委員長

平成10年６月 ステラケミファ株式会社社外監査役

平成11年８月 株式会社なみはや銀行金融整理管財人

平成16年３月 株式会社フジオフードシステム社外監査

役(現任)

平成16年４月 国立大学法人奈良先端科学技術大学院大

学非常勤監事

平成19年４月 大阪弁護士会会長日本弁護士連合会副会

長

平成23年６月 当社社外監査役(現任)

平成26年６月 株式会社池田泉州銀行社外監査役(現任)

平成27年６月 岩井コスモホールディングス株式会社監

査役(現任)
 

（注）５ －

監査役  中田 貴夫 昭和48年５月25日生

 
平成10年10月 センチュリー監査法人(現新日本有限責

任監査法人)入所

平成14年４月 公認会計士登録

平成14年７月 監査法人トーマツ(現有限責任監査法人

トーマツ)入所

平成26年４月 中田公認会計士事務所所長(現任)

平成26年６月 株式会社KRフードサービス社外監査役

平成26年９月 当社社外監査役（現任)
 

（注）６ －

    計  
普通株式

26

　（注）１．取締役髙井伸太郎は、社外取締役であります。

　　　　２．監査役山田庸男及び中田貴夫は、社外監査役であります。

　　　　３．平成28年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から平成29年３月期に関する定時株主総会終結の時まで

　　　　４．平成26年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から平成30年３月期に関する定時株主総会終結の時まで

　　　　５．平成27年６月18日開催の定時株主総会の終結の時から平成31年３月期に関する定時株主総会終結の時まで

　　　　６．平成26年９月30日開催の臨時株主総会の終結の時から平成30年３月期に関する定時株主総会終結の時まで
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　　　　７．当社は、経営の意思決定機能と業務執行機能を分離し、経営管理体制の一層の強化を図るべく、執行役員制

度を導入しております。各執行役員の氏名、職名及び担当は以下のとおりであります。

役名 氏名 職名・担当

社長 鈴木　康夫 業務全般

常務執行役員 神谷　達郎 管理本部長

常務執行役員 松本　展明 社長補佐

常務執行役員 石岡　　浩
タイアーク代表取締役、アジア地域サブマネージャー（オート

モーティブ担当）

常務執行役員 藤田　隆夫 オートモーティブ事業本部長

常務執行役員 伏屋　義治 コンシューマー事業本部長

常務執行役員 皆川　敏弘 ３Ｄ　ＡＵＴＯ 事業本部長

常務執行役員 加々美　一彦 生産本部長

執行役員 村田　成人 エンジニアリング事業本部 副本部長

執行役員 中野　哲浩 米国アーク会長

執行役員 白石　泰基 経営企画室長

執行役員 本名　賢一 欧州オートモーティブ事業本部 副本部長

 

なお、海外現地法人の各執行役員待遇の氏名、職名及び担当は以下のとおりであります。

役名 氏名 職名・担当

常務執行役員待遇 Antony Lowe 欧州オートモーティブ事業本部長、欧州地域マネージャー

常務執行役員待遇 Stefan Dömök エンジニアリング事業本部長

執行役員待遇 Thomas Schneider エンジニアリング事業本部 副本部長

執行役員待遇 陳　永祥 台湾アーク董事長兼総経理、アジア地域マネージャー
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社はグループ全体の経営における透明性と信頼性の向上を通じて、株主の権利・利益を平等に保障し、株主以

外のステークホルダーとの円滑な関係を構築し、健全で持続的な企業価値の成長を実現するため、コーポレート・

ガバナンスの充実を図っております。

 

①　企業統治の体制

イ．企業統治の体制の概要

　経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織について、コンプライアンスの徹底、リスク管理及び内

部統制の向上を図るため、以下の体制を採用しております。

 

 

ロ．会社の経営上の意思決定体制

　当社の経営上の意思決定機関は、取締役会であります。

　取締役会は、原則毎月１回開催し、重要課題の討議決定及び業務執行の状況の監督を行っております。

　また、当社は執行役員制度を採用しており、上記の経営上の意思決定を迅速に業務執行し業務責任を明確化す

ることとしております。
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ハ．業務の適正を確保するための体制

１．当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1) 取締役会において、当社及び子会社の取締役の職務の執行状況についての報告を行うとともに、法令、定

款、株主総会決議及び取締役会規程その他関連規程に従った重要課題の討議及び決定を通じて、取締役の

職務執行の監督を行う。

(2) 監査役により、取締役から独立した立場で当社及び子会社の取締役の職務の執行の監査を行う。

(3) 各事業所及び管理部門から独立した内部監査室により、当社及び子会社の使用人の職務の執行の監査を定

期的に行う。

(4) コンプライアンス委員会により、当社及び子会社のコンプライアンスに関する基本方針及び行動規範を定

め、取締役、執行役員及びその他の使用人のコンプライアンス意識の維持・向上を図る。

(5) コンプライアンス委員会は、各事業本部からのコンプライアンスに関する報告体制を確立することによっ

て、問題発生時に迅速に情報収集及び対策が可能な体制を構築し運用する。

(6) 反社会的勢力・団体排除のため、専門部署を設置し、対応マニュアルの作成及び関係機関との緊密な連携

をとることによって、反社会的勢力・団体との一切の関係を遮断し、健全な企業活動を行うことができる

体制を構築し運用する。

(7) 内部通報窓口を社内及び社外に設置し、当社及び子会社の取締役、執行役員及びその他の使用人からのコ

ンプライアンスに関する通報を受け付け、問題への迅速な対応が可能な体制を構築し運用する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1) 取締役会その他重要な会議の意思決定に係る文書（電磁的記録を含む。以下同じ。）及び取締役の職務執

行に係る文書は、当社の社内規程に基づき、適正な管理及び保存を行う。

(2) 当社の機密保持規程及び個人情報保護方針に基づいた適正な情報管理体制を構築し運用する。

３．当社及び子会社の損失の危険の管理（リスク管理）に関する規程その他の体制

　当社及び子会社のリスク管理を当社の重要な経営課題と位置付け、当社及び子会社における全社的なリス

ク及び各事業本部所管業務に付随するリスクを分析・抽出し、リスク管理体制を構築し、これを運用する。

４．当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 取締役会及び戦略検討会により、当社及び子会社の経営課題の実務的検討・助言を行う。

(2) 執行役員制度により、当社及び子会社の職務執行機能の強化と迅速化及び職務執行責任の明確化を図る。

(3) 取締役会決議の省略制度（会社法第370条）により、取締役の職務の執行を効率的に行う。

５．企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1) 関係会社管理規程を定め、子会社より、その取締役及び使用人の職務の執行に関する重要事項について、

事前に取締役会への報告を受けるなど、子会社の経営管理を行う。

(2) 主要な子会社については、監査役及び内部監査室による定期的な監査を実施し、その業務の適正を確保す

る。

(3) 親会社との関係では、必要に応じて当社の取締役及び使用人の職務の執行に関する重要事項を報告し、協

議する。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、当該使用

人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

(1) 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査役会の決定を尊重して、当社

は、監査役の補助を専門とする、取締役から独立した人員を配置する。

(2) 監査役は、監査役の職務を補助すべき使用人に対する指揮命令権を有する。

(3) 監査役がその職務の補助のために内部監査室の人員と協働することを求めた場合、当社は原則として内部

監査室の人員をこれに充てる。

(4) 監査役の職務を補助すべき使用人及び前項の場合の内部監査室の人員は、取締役、執行役員及びその他の

使用人の指揮命令を受けることなく、独立してその職務に当たる。

７．当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

並びに報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制

(1) 当社及び子会社の取締役、執行役員及びその他の使用人は、当社に損害を及ぼすおそれのある事実や法

令、定款又は社内規程に違反する行為を発見したときは、社内規程に従い監査役に報告を行う。

(2) 当社及び子会社の取締役、執行役員及びその他の使用人からの内部通報は、遅滞なく、コンプライアンス

委員会に通知され、同委員会は、監査役会と情報を共有し、協力して対処する。

(3) 当社及び子会社の取締役、執行役員及びその他の使用人による内部通報を理由として、通報者に対して、

解雇その他いかなる不利益的な取扱いを行ってはならず、通報者が子会社の取締役、執行役員及びその他

の使用人である場合は、当該子会社に対して、通報者に対する不利益的取扱いの禁止及び適切な措置を講

じることを指導又は勧告しなければならない。

EDINET提出書類

株式会社アーク(E02446)

有価証券報告書

 41/103



８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1) 監査役は、定期的な監査役会の開催に加えて、代表取締役、内部監査室及び会計監査人と定期的な会合を

開催し情報交換を行うことによって、監査の実効性を確保する。また監査役は、重要な意思決定及び業務

の執行状況を把握するため、当社及び子会社の重要な会議に出席し、必要に応じて取締役又は使用人に対

して説明を求めることとする。

(2) 監査役会は、職務の執行上必要と認める費用について、あらかじめ予算を計上し、緊急又は臨時に支出し

た費用については、事後、当会社に償還を請求することができる。

　ニ．責任限定契約の内容の概要

　当社と取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の

限度額は法令が規定する額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該取締役または監査役が

責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

②　内部監査及び監査役監査の状況

イ．内部監査

　当社の内部監査室は、各事業所及び管理部門から独立した立場より、組織の内部管理体制の適切性・有効性を

総合的・客観的に評価するとともに、問題点等に対し改善の提言からフォローアップまでの一連のプロセスを実

施しております。内部監査手続きにつきましては、期初に年間の方針、重点監査項目、スケジュールを策定し、

それをもとに個別監査計画を策定、監査を実施しております。また、監査終了後、報告書を作成、改善を要する

項目に関しては、改善要望書を送付後、報告書を提出させ、必要に応じてフォローアップ監査を実施しておりま

す。

　監査役及び会計監査人との相互連携につきましては、監査計画の基本的事項についての意見交換や内部統制の

評価等の重要事項についての情報交換を実施しております。また海外関係会社の内部監査に関しても、実地監査

及び現地監査法人より監査結果に係る情報を入手しております。

ロ．監査役監査

　当社の監査役会は、常勤社内監査役１名、非常勤社外監査役２名で構成され、原則月１回開催されておりま

す。各監査役は、会社法の規定に基づき株主の付託に応えるため、取締役の業務執行が法令、定款及び社内規程

等の定めるところによって適正に行われているか否かを監査するとともに、監査を通じて経営の効率的な執行を

側面より支援しております。具体的には、監査計画に基づきガバナンス体制及び法令遵守状況の監査や内部統制

の監査等の業務監査、事業報告並びに計算書類及び附属明細書の監査や会計監査の相当性監査等を実施しており

ます。また、代表取締役と監査役会で構成される経営懇談会を、四半期に１回開催し、経営方針の確認と重要な

経営課題について意見交換を行う等、代表取締役と意思疎通を図り、信頼関係を醸成しております。内部監査と

の連携につきましては、内部監査室との連絡会を必要に応じて開催し、相互に適時適切な情報伝達と意見交換を

行い、適正かつ効率的な監査を行っております。さらに、会計監査人との連携につきましても、定期的な会合を

持ち、意見交換・情報共有を行うとともに、適宜、必要な情報を求めるなど連携を密にして協力しております。

　なお、常勤社内監査役吉田正明は、大手金融機関において財務業務等の経験があり、財務及び会計に関する相

当程度の知見を有するものであります。また、監査役山田庸男は、弁護士の資格を有しており、企業法務に関す

る相当程度の知見並びに経営に関する高い見識及び監督能力を有するものであります。さらに、監査役中田貴夫

は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

③　社外取締役及び社外監査役

　当社の社外取締役は１名であります。

氏名 補足説明 選任理由

髙井 伸太郎

以下に記載しております会社の社外取

締役を兼任しております。

・株式会社ワークスアプリケーション

ズ

また、以下に記載しております会社の

社外監査役を兼任しております。

・三起商行株式会社

＜招聘理由＞

弁護士としての豊富な経験と幅広い見識に基づいた助

言等を当社の経営に反映し、当社のコーポレートガバ

ナンスの一層の強化を図ることができると判断したた

め。

（注）当社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係について、該当事項はありません。
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　また、当社の社外監査役は２名であります。

氏名 補足説明 選任理由

　山田　庸男

以下に記載しております会社の社外監

査役を兼任しております。

・アルフレッサファーマ株式会社

・株式会社フジオフードシステム

・株式会社池田泉州銀行

・岩井コスモホールディングス株式会

社

なお、当社の独立役員に指定しており

ます。

＜招聘理由＞

法律の専門家であり、経営に関する高い見識と監督能

力を有しており、企業法務に係わる豊富な経験を活か

して監査体制を強化できるものと判断しているため。

＜独立役員指定理由＞

当社の子会社や主要な取引先等の出身者ではなく、意

思決定に対して影響を与え得る取引関係がないことか

ら、一般株主と利益相反の生じるおそれがないと判断

しているため。

　中田　貴夫 ――――――

＜招聘理由＞

公認会計士としての企業会計に関する専門的知見を当

社の監査に反映することができると判断したため。

（注）１．当社とアルフレッサファーマ株式会社との間に特別の関係はありません。

　　　２．当社と株式会社フジオフードシステムとの間に特別の関係はありません。

　　　３．当社と株式会社池田泉州銀行との間に特別の関係はありません。

　　　４．当社と岩井コスモホールディングス株式会社との間に特別の関係はありません。

　　　５．社外監査役は、「５．役員の状況」に記載されたとおり他の会社の役員でありましたが、当該他の会社

と当社との間には特別な利害関係はありません。

　　　６．当社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係について、該当事項はありません。

 

　当社は、監査役設置会社であり、社外取締役及び社外監査役を選任しております。

　当社では、社外取締役及び社外監査役の選任にあたって取締役会で定める基準はありませんが、豊富な経験と高

い見識に基づき、広範かつ高度な視野で助言・指導頂ける方を社外取締役に、広範かつ高度な視野で監査頂ける方

を社外監査役にそれぞれ選任しており、この中には、一般株主との利益相反の生じるおそれのない独立性の高い社

外役員を含んでおります。

　監査役及び監査役会による監査に加え、独立性の高い社外取締役を含む取締役会により月次で会社の業務執行の

監視監督が行われることにより、現在の当社のコーポレート・ガバナンス体制は有効に機能しており、妥当なもの

であると判断しております。

 

④　会計監査の状況

　業務を執行した公認会計士、補助者の状況は以下のとおりです。

イ．業務を執行した公認会計士

氏　　名 所属する監査法人 継続監査年数

中田　明 有限責任監査法人トーマツ ２年

池田　賢重 有限責任監査法人トーマツ ３年

ロ．補助者の構成

区　　分 人　　数

公認会計士 13名

その他 12名

計 25名
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⑤　役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分

 

報酬等の総額

（千円）

　報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる役

員の人員

（人）
基本報酬

ストック・

オプション
賞与 退職慰労金

　取締役

 (社外取締役を除く。)
80,331 74,516 － 5,815 － 5

　監査役

 (社外監査役を除く。)
14,400 14,400 － － － 1

　社外役員 11,700 11,700 － － － 4

（注）１．上記には平成27年６月18日開催の第47回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名及び監査役１

名（うち社外監査役１名）の在任中の報酬を含み、無報酬の社外取締役２名を除いております。

２．取締役の報酬等の総額には、取締役兼執行役員の執行役員としての報酬を含んでおります。

３．取締役の報酬限度額は、平成18年６月29日開催の第38回定時株主総会において年額400百万円以内と決議

頂いております。

４．監査役の報酬限度額は、平成19年６月28日開催の第39回定時株主総会において年額55百万円以内と決議頂

いております。

５．取締役の報酬等の総額には、平成27年６月18日開催の第47回定時株主総会において決議頂いた、株式報酬

制度に基づき計上した株式給付引当金２百万円を含んでおります。

　　ロ．役員ごとの報酬等の総額

　役員報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

ハ．役員の報酬等の額の決定に関する方針

　役員の報酬は、次に掲げる方法により、世間水準及び社員給与とのバランス等を考慮して決定しております。

１．各取締役の報酬は、株主総会が決定する報酬総額の限度内において取締役会で決定する。

２．各監査役の報酬は、株主総会が決定する報酬総額の限度内において監査役会の協議により決定する。

 

⑥　当社定款において定めている事項

イ．取締役の員数

　当社の取締役は７名以内とする旨定款に定めております。

ロ．取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任決議については、

累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

ハ．剰余金の配当等の決定機関

　当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除

き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、機動的な資本政策

及び配当政策を図るためであります。

ニ．株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。

ホ．取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査役との責任限定契約

　当社は、会社法第427条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査役と

の間で、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定款で定めておりま

す。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮して、期待される役割を果た

しうる環境を整備することを目的とするものであります。

へ．種類株式

　当社は、資本・業務の両面からより強固な経営基盤・財務基盤の確立を図るため、会社法第108条第１項第３

号に定める内容について普通株式と異なる定めをしたＢ種優先株式を発行しております。当該種類株式に関する

内容等については、「第４提出会社の状況、１株式等の状況、(1)株式の総数等、②発行済株式」に記述のとお

りであります。
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⑦　株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　６銘柄　300,073千円

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

　　前事業年度

　　　特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）
保有目的

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グ

ループ
35,710 26,557  円滑な取引関係を維持するため

株式会社みずほフィナンシャルグループ 38,000 8,021  円滑な取引関係を維持するため

 

　　当事業年度

　　　特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）
保有目的

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グ

ループ
35,710 18,622  円滑な取引関係を維持するため

株式会社みずほフィナンシャルグループ

(注)
43,000 7,228  円滑な取引関係を維持するため

株式会社みずほフィナンシャルグループ

優先株式(注)
60,000 35,652  円滑な取引関係を維持するため

株式会社ヨロズ(注) 55,142 130,137  円滑な取引関係を維持するため

日産自動車株式会社(注) 2,000 2,083  円滑な取引関係を維持するため

（注）平成27年４月１日付で当社が３Ｄ　ＡＵＴＯ　ＰＲＯＴＥＣＨ株式会社を吸収合併したことにより、特定投

資株式が増加しております。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 66 － 68 4

連結子会社 － 4 － －

計 66 4 68 4

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

　当社の連結子会社は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているデロイト トウシュ トーマ

ツに対して、監査報酬及び非監査報酬を支払っております。

（当連結会計年度）

　当社の連結子会社は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているデロイト トウシュ トーマ

ツに対して、監査報酬及び非監査報酬を支払っております。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

　該当する事項はありません。

（当連結会計年度）

　当社が監査公認会計士等に対して支払っている非監査業務の内容は、内部統制の高度化・効率化に関する助

言・指導業務であります。

 

④【監査報酬の決定方針】

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、監査日数、当社の規模・業務の特性等の

要素を勘案した上で、監査役会の同意を得て決定することとしております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則等第127条の規定により財務諸表を作成してお

ります。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成27年４月１日から平成28年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）の財務諸表について、有限

責任監査法人トーマツにより監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、又は会計基準の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人

財務会計基準機構へ加入しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,509 ※２ 9,738

受取手形及び売掛金 ※２ 12,848 ※２ 11,284

電子記録債権 1,246 975

商品及び製品 ※２ 295 ※２ 223

仕掛品 ※４ 735 ※４ 503

原材料及び貯蔵品 ※２ 837 ※２ 840

繰延税金資産 478 466

その他 1,694 1,664

貸倒引当金 △242 △221

流動資産合計 29,403 25,474

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 6,514 6,391

減価償却累計額 △3,762 △3,872

建物及び構築物（純額） ※２ 2,751 ※２ 2,519

機械装置及び運搬具 9,887 10,208

減価償却累計額 △5,806 △6,058

機械装置及び運搬具（純額） ※２ 4,080 ※２ 4,150

工具、器具及び備品 3,152 3,166

減価償却累計額 △2,173 △2,147

工具、器具及び備品（純額） 978 ※２ 1,018

土地 ※２,※３ 1,917 ※２,※３ 2,459

建設仮勘定 714 850

有形固定資産合計 10,442 10,998

無形固定資産   

のれん 1,101 1,042

その他 525 699

無形固定資産合計 1,627 1,741

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１ 1,170 ※１ 1,105

長期貸付金 28 －

繰延税金資産 72 64

その他 477 488

貸倒引当金 △26 △1

投資その他の資産合計 1,723 1,656

固定資産合計 13,792 14,396

資産合計 43,196 39,871
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,863 3,519

短期借入金 4 54

1年内返済予定の長期借入金 ※２ 106 ※２ 152

リース債務 ※２ 165 ※２ 146

未払金 688 845

未払法人税等 575 274

未払費用 1,146 872

前受金 2,828 1,571

賞与引当金 711 818

その他の引当金 49 86

繰延税金負債 － 4

その他 1,617 1,025

流動負債合計 11,757 9,371

固定負債   

長期借入金 ※２ 30 10

リース債務 ※２ 292 ※２ 138

繰延税金負債 1,288 1,383

再評価に係る繰延税金負債 ※３ 13 ※３ 12

退職給付に係る負債 176 247

株式給付引当金 － 6

その他の引当金 130 81

その他 2 69

固定負債合計 1,934 1,951

負債合計 13,692 11,322

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,000 2,000

資本剰余金 11,908 11,657

利益剰余金 13,586 14,676

自己株式 △9 △198

株主資本合計 27,485 28,134

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 110 95

土地再評価差額金 ※３ △160 ※３ △160

為替換算調整勘定 1,517 477

その他の包括利益累計額合計 1,466 413

新株予約権 － 1

非支配株主持分 552 －

純資産合計 29,503 28,549

負債純資産合計 43,196 39,871
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

売上高 50,824 47,067

売上原価 ※１,※２ 40,349 ※１,※２ 35,877

売上総利益 10,474 11,189

販売費及び一般管理費 ※３,※４ 7,659 ※３,※４ 8,710

営業利益 2,815 2,478

営業外収益   

受取利息 41 36

持分法による投資利益 141 29

事業譲渡益 50 －

貸倒引当金戻入額 7 38

その他 141 64

営業外収益合計 382 169

営業外費用   

支払利息 164 31

割増退職金 120 42

リース解約損 74 －

為替差損 171 165

訴訟関連費用 48 62

その他 168 75

営業外費用合計 747 378

経常利益 2,449 2,269

特別利益   

固定資産売却益 ※５ 58 ※５ 51

投資有価証券売却益 76 －

特別利益合計 135 51

特別損失   

固定資産除売却損 ※６ 55 ※６ 20

退職給付費用 － ※７ 81

減損損失 ※８ 112 ※８ 478

その他 3 1

特別損失合計 172 581

税金等調整前当期純利益 2,413 1,739

法人税、住民税及び事業税 539 570

法人税等調整額 △433 92

法人税等合計 106 662

当期純利益 2,307 1,076

非支配株主に帰属する当期純利益又は非支配株主に

帰属する当期純損失（△）
111 △13

親会社株主に帰属する当期純利益 2,195 1,089
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当期純利益 2,307 1,076

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △0 △15

為替換算調整勘定 1,137 △1,010

土地再評価差額金 1 0

持分法適用会社に対する持分相当額 42 △26

その他の包括利益合計 ※１ 1,180 ※１ △1,051

包括利益 3,487 24

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 3,325 35

非支配株主に係る包括利益 162 △11
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,000 12,080 17,242 △9 31,312

当期変動額      

親会社株主に帰属する
当期純利益

  2,195  2,195

自己株式の取得    △6,020 △6,020

自己株式の消却  △171 △5,848 6,020 －

連結範囲の変動   △3  △3

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

     

当期変動額合計 － △171 △3,656 － △3,827

当期末残高 2,000 11,908 13,586 △9 27,485

 

       

 
その他の

包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計

 
その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益累計額

合計

当期首残高 110 △162 388 337 456 32,107

当期変動額       

親会社株主に帰属する
当期純利益

     2,195

自己株式の取得      △6,020

自己株式の消却      －

連結範囲の変動      △3

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△0 1 1,128 1,129 95 1,224

当期変動額合計 △0 1 1,128 1,129 95 △2,603

当期末残高 110 △160 1,517 1,466 552 29,503
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当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,000 11,908 13,586 △9 27,485

当期変動額      

親会社株主に帰属する
当期純利益

  1,089  1,089

自己株式の取得    △189 △189

自己株式の処分  4  0 4

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

 △255   △255

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

     

当期変動額合計 － △251 1,089 △189 649

当期末残高 2,000 11,657 14,676 △198 28,134

 

        

 
その他の

包括利益累計額
新株予約権 非支配株主持分 純資産合計

 
その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益累計額

合計

当期首残高 110 △160 1,517 1,466 － 552 29,503

当期変動額        

親会社株主に帰属する
当期純利益

      1,089

自己株式の取得       △189

自己株式の処分       4

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

      △255

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△15 0 △1,039 △1,053 1 △552 △1,604

当期変動額合計 △15 0 △1,039 △1,053 1 △552 △954

当期末残高 95 △160 477 413 1 － 28,549
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 2,413 1,739

減価償却費 1,347 1,476

減損損失 112 478

のれん償却額 103 109

賞与引当金の増減額（△は減少） △8 117

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 45 82

貸倒引当金の増減額（△は減少） △66 17

受取利息及び受取配当金 △48 △43

支払利息 164 31

固定資産除売却損益（△は益） △3 △30

投資有価証券売却損益（△は益） △76 －

売上債権の増減額（△は増加） △1,321 1,131

たな卸資産の増減額（△は増加） 291 198

仕入債務の増減額（△は減少） 108 △34

その他の流動資産の増減額（△は増加） 90 △171

その他の固定資産の増減額（△は増加） △1 △1

その他の流動負債の増減額（△は減少） 583 △1,539

その他の固定負債の増減額（△は減少） 9 55

その他 △262 395

小計 3,480 4,012

利息及び配当金の受取額 53 44

利息の支払額 △153 △21

法人税等の支払額 △702 △982

法人税等の還付額 199 79

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,876 3,132
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △6 △179

定期預金の払戻による収入 － 125

投資有価証券の売却による収入 259 11

有形固定資産の取得による支出 △1,725 △2,963

有形固定資産の売却による収入 224 141

事業譲受による支出 － △327

長期貸付金の回収による収入 3 26

その他 △111 △381

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,356 △3,547

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △66 53

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △189 △149

長期借入れによる収入 8 137

長期借入金の返済による支出 △136 △102

社債の償還による支出 △60 －

自己株式の取得による支出 △6,020 △189

非支配株主への配当金の支払額 △40 －

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
－ △796

その他 － 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,504 △1,047

現金及び現金同等物に係る換算差額 506 △367

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,476 △1,829

現金及び現金同等物の期首残高 15,864 11,387

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減

額（△は減少）
－ 13

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 11,387 ※１ 9,571
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　　20社

(2）主要な連結子会社の名称

主要な連結子会社名は、「関係会社の状況」に記載しているため、省略しております。

なお、当連結会計年度の連結範囲の変更は、増加３社、減少１社で、その内訳は次のとおりでありま

す。

（新規設立により連結の範囲に含めた会社）

第３四半期連結会計期間・・・・・１社

東莞アーク

（重要性が増したため連結の範囲に含めた会社）

第１四半期連結会計期間・・・・・１社

３Ｄ　ＡＵＴＯ　ＤＥＳＩＧＮＳ

第３四半期連結会計期間・・・・・１社

アークディソンBVI

（合併により連結除外した会社）

第１四半期連結会計期間・・・・・１社

３Ｄ　ＡＵＴＯ　ＰＲＯＴＥＣＨ株式会社

 

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用会社の数

関連会社 　　　　　 　3社

主要な持分法適用会社名は、「関係会社の状況」に記載しているため、省略しております。

なお、当連結会計年度の持分法適用範囲の変更は、減少１社で、その内訳は次のとおりであります。

（連結の範囲に含めたことにより持分法除外した会社）

第１四半期連結会計期間・・・・・１社

３Ｄ　ＡＵＴＯ　ＤＥＳＩＧＮＳ

(2）持分法を適用していない関連会社である株式会社シバックスの子会社３社は、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

(3）持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る財務諸表を

それぞれ使用しております。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

海外連結子会社のうち、P+Z Engineering GmbH、Shapers'インドの決算日は３月31日であり、これら以外の

海外連結子会社の決算日は12月31日であります。

連結財務諸表の作成に当たっては、決算日が12月31日である連結子会社については、同日現在の財務諸表を

使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。また、決算

日が３月31日であるShapers'インドは親会社であるShapers'フランスの決算日である12月31日現在で、本決算

に準じた仮決算を実施しております。

 

４．会計方針に関する事項

(イ)重要な資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主とし

て移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法
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(2）デリバティブ

時価法

(3）たな卸資産

製品・仕掛品

主として個別法による原価法

（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げ法）

原材料及び貯蔵品

主として移動平均法による原価法

（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げ法）

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

当社は主として定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）につい

ては定額法）を、海外連結子会社は主として定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　２～50年

機械装置及び運搬具　２～20年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（２～５年）に基づく定額法を採用し

ております。

(3）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(ハ)繰延資産の処理方法

株式交付費

支出時に金額費用として処理しております。

(ニ)重要な引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

当社は債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を、海外連結子会社は回収不能見込額

を計上しております。

(2）賞与引当金

当社及び連結子会社は、従業員の賞与の支払に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を

計上しております。

(3）工事損失引当金

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的に見積もることができる工事について、損失見込額を計上しております。

(4) 株式給付引当金

執行役員株式給付規程に基づく当社の取締役及び執行役員への当社株式の交付に備えるため、当連結会

計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

(ホ)退職給付に係る会計処理の方法

退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

(ヘ)のれんの償却方法及び償却期間

のれんは、その効果の発現する期間を見積もり、20年以内で均等償却を行っております。

(ト)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(チ)その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基

準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業

分離等会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更しております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫

定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結財務諸表に

反映させる方法に変更しております。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持

分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度については、連結財

務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4）、連結会計基準第44－５項(4）及

び事業分離等会計基準第57－４項(4）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から

将来にわたって適用しております。

この結果、当連結会計年度末の資本剰余金が255百万円減少しております。

当連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得

に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載し、連結範囲の

変動を伴わない子会社株式の取得に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動による

キャッシュ・フロー」の区分に記載しております。

当連結会計年度の連結株主資本等変動計算書の資本剰余金の期末残高は255百万円減少しております。

また、当連結会計年度の１株当たり純資産額は、0.77円減少しております。

 

（未適用の会計基準等）

在外連結子会社

（リース）

「リース」（IFRS第16号）

１．概要

　当会計基準等は、借り手は原則すべてのリースについて資産及び負債の認識をすること等を中心に改正され

ました。

２．適用予定日

　平成31年４月１日以降に開始する連結会計年度の期首から適用予定であります。

３．当会計基準等の適用による影響

　連結財務諸表作成時において連結財務諸表に与える影響は、現在評価中であります。

 

（表示方法の変更）

（連結損益計算書）

前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「訴訟関連費用」は、営業外費用の総

額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映

させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた217百

万円は、「訴訟関連費用」48百万円、「その他」168百万円として組み替えております。
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（追加情報）

株式報酬制度「株式給付信託」

当社は、当社の取締役及び執行役員に対する株式報酬制度「株式給付信託」を導入しております。

本制度は、当社の取締役（執行役員を兼務する取締役に限り、社外取締役を除きます。）及び執行役員の報

酬と当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、取締役及び執行役員が株価上昇によるメリットのみ

ならず、株価下落リスクまでも株主の皆様と共有することで、当社の中長期的な業績の向上と企業価値の増大

に貢献する意識を高めることを目的として、導入したものであります。

１．取引の概要

本制度は、当社取締役会が定める執行役員株式給付規程に従い、業績達成度等に応じて、当社所定の基準に

よるポイントを付与し、執行役員の退任時に累積ポイントに応じた自社株式を株式給付信託を通じて交付する

ものです。当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社株式を交付する取引に関

する実務上の取り扱い」（実務対応報告第30号　平成27年３月26日）に準じて、総額法を適用しております。

２．信託に残存する自社の株式

株式給付信託に残存する当社株式を、株式給付信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、

純資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度末に

おいて182百万円、1,660,000株です。

 

（連結貸借対照表関係）

※１　非連結子会社及び関連会社に対する事項

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

投資有価証券（株式） 821百万円 799百万円

 

※２　担保に供している資産及び担保付債務

担保資産

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

現金及び預金 　　 　　         －百万円 　　 　　         227百万円

受取手形及び売掛金                  775                   234

商品及び製品                    4                     5

原材料及び貯蔵品                   64                    63

建物及び構築物                1,337                   821

機械装置及び運搬具                  424                   427

工具、器具及び備品                   －                     6

土地                1,300                   581

合計                3,907                 2,367

 

担保付債務

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

１年内返済予定の長期借入金                   73百万円                   35百万円

長期借入金                   30                   －

「流動負債」のリース債務                   41                   39

「固定負債」のリース債務                   93                   49

合計                  238                  124

上記債務のほか、連結子会社の商取引等に対する銀行保証（前連結会計年度22百万円、当連結会計年度20

百万円）、その他保証（前連結会計年度５百万円、当連結会計年度４百万円）について、上記資産を担保に

供しております。
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※３　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号及び平成11年３月31日公布法律第24号）に基

づき、事業用の土地の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

・再評価の方法：土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定

める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算定する方法により算出

・再評価を行った年月日　　：平成14年３月31日

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

再評価を行った土地の期末における時価と

再評価後の帳簿価額との差額
△225百万円 △260百万円

 

※４　損失が見込まれる工事契約に係る仕掛品は、これに対応する工事損失引当金を相殺表示しております。

相殺表示したたな卸資産に対応する工事損失引当金の額は以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

仕掛品に係るもの 　 　　　　　　　　　　 342百万円 　 　　　　　　　　　　　 6百万円

 

（連結損益計算書関係）

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、前連結会計年度の評価損の戻入益と当連結会

計年度の評価損を相殺した額が、次のとおり売上原価に含まれております。

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

たな卸資産戻入益 －百万円 20百万円

たな卸資産評価損 1 －

 

※２　売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

工事損失引当金繰入額 45百万円 2百万円

 

※３　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

給料 2,826百万円 3,189百万円

賞与引当金繰入額 184 198

退職給付費用 36 40

 

※４　一般管理費に含まれる研究開発費

前連結会計年度
（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

101百万円 114百万円
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※５　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

建物及び構築物 0百万円 2百万円

機械装置及び運搬具 33 29

工具、器具及び備品 24 18

その他 0 －

合計 58 51

 

※６　固定資産除売却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

建物及び構築物 7百万円 1百万円

機械装置及び運搬具 32 13

工具、器具及び備品 14 5

その他 0 －

合計 55 20

 

※７　退職給付費用

平成27年４月１日付で連結子会社である３Ｄ　ＡＵＴＯ　ＰＲＯＴＥＣＨ株式会社を吸収合併したことに

より受け入れた従業員に対する退職給付制度について、当連結会計年度に退職金規定を改定したことに伴

い、発生した過去勤務費用の一括処理額であります。

 

※８　減損損失

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

前連結会計年度（自　平成26年４月１日 至　平成27年３月31日）

場所 用途 種類
減損損失

（百万円）

ASEAN１件 遊休資産

建物及び構築物 5

機械装置及び運搬具 92

工具、器具及び備品 14

合計   112

当社グループは、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出し、継続的に収支の把握がなされる最小の

管理会計上の単位に基づき資産のグルーピングを行い、また、遊休資産については、個々の資産ごとに減

損損失の認識の判定及び測定を行っております。

遊休資産については、継続的な使用が見込めなくなった土地、建物等の帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。なお、遊休資産の回収可能価額は、正

味売却価額により測定しております。正味売却価額は、売却見込額により算定しております。
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当連結会計年度（自　平成27年４月１日 至　平成28年３月31日）

場所 用途 種類
減損損失

（百万円）

国内１件

遊休資産

建物及び構築物 27

ASEAN２件 機械装置及び運搬具 166

中国１件 工具、器具及び備品 3

北米１件 その他無形固定資産 12

欧州 のれん のれん 267

合計   478

当社グループは、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出し、継続的に収支の把握がなされる最小の

管理会計上の単位に基づき資産のグルーピングを行い、また、遊休資産については、個々の資産ごとに減

損損失の認識の判定及び測定を行っております。

当連結会計年度においては、継続的な使用が見込めなくなった建物等の帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。なお、遊休資産の回収可能価額は、正

味売却価額により測定しております。正味売却価額は、売却見込額により算定しております。

また、のれんについては、取得時に検討した事業計画において、当初想定した収益が見込めなくなった

のれんを回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

 

（連結包括利益計算書関係）

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 51百万円 △23百万円

組替調整額 △76 －

税効果調整前 △25 △23

税効果額 25 8

その他有価証券評価差額金 △0 △15

為替換算調整勘定：   

当期発生額 1,140 △1,010

組替調整額 △2 －

税効果調整前 1,137 △1,010

税効果額 － －

為替換算調整勘定 1,137 △1,010

土地再評価差額金：   

税効果額 1 0

持分法適用会社に対する持分相当額：   

当期発生額 42 △26

組替調整額 － －

持分法適用会社対する持分相当額 42 △26

その他の包括利益合計 1,180 △1,051
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成26年４月１日　至平成27年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式　（注）１ 68,101,592 270,555,839 － 338,657,431

Ａ種優先株式　（注）２ 150,000,000 － 150,000,000 －

Ｂ種優先株式 23,704,319 － － 23,704,319

Ｃ種優先株式　（注）３ 23,518,613 － 23,518,613 －

合計 265,324,524 270,555,839 173,518,613 362,361,750

自己株式     

普通株式 4,743,866 － － 4,743,866

Ａ種優先株式　（注）４，５ － 150,000,000 150,000,000 －

Ｃ種優先株式　（注）６，７ － 23,518,613 23,518,613 －

合計 4,743,866 173,518,613 173,518,613 4,743,866

（注）１．普通株式の発行済株式の増加270,555千株はＡ種優先株式及びＣ種優先株式の普通株式への転換による増加で

あります。

２．Ａ種優先株式の減少150,000千株は普通株式への転換による減少であります。

３．Ｃ種優先株式の減少23,518千株は普通株式への転換による減少であります。

４．Ａ種優先株式の自己株式数の増加150,000千株は金銭対価取得による増加100,000千株、当社普通株式の交付と

の引き換えによる増加50,000千株であります。

５．Ａ種優先株式の自己株式の株式数の減少150,000千株は上記（注）４で取得したＡ種優先株式の消却による減

少であります。

６．Ｃ種優先株式の自己株式数の増加23,518千株は当社普通株式の交付との引き換えによる増加であります。

７．Ｃ種優先株式の自己株式の株式数の減少23,518千株は上記（注）６で取得したＣ種優先株式の消却による減少

であります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

該当事項はありません。

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません。
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当連結会計年度（自平成27年４月１日　至平成28年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 338,657,431 － － 338,657,431

Ｂ種優先株式 23,704,319 － － 23,704,319

合計 362,361,750 － － 362,361,750

自己株式     

普通株式（注）１,２,３ 4,743,866 1,706,700 34,800 6,415,766

合計 4,743,866 1,706,700 34,800 6,415,766

（注）１．普通株式の自己株式の株式数には、株式給付信託が保有する当社株式（当連結会計年度末1,660千株）が含ま

れております。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加1,706千株は、取締役会決議による自己株式の取得46千株及び株式給付信

託口の当社株式取得1,660千株によるものであります。

３．普通株式の自己株式の株式数の減少34千株は、ストック・オプションの行使によるものであります。

 

２．新株予約権に関する事項

区分
新株予約権

の内訳

新株予約権

の目的とな

る株式の種

類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計

年度末残高

（百万円）
当連結会計

年度期首

当連結会計

年度増加

当連結会計

年度減少

当連結会計

年度末

提出会社

(親会社)

ストック・

オプション

としての

新株予約権

－ － － － － 1

合計 － － － － － 1

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

該当事項はありません。

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

現金及び預金 11,509百万円 9,738百万円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △122 △167

現金及び現金同等物 11,387 9,571

 

（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

事業用設備（建物、機械装置及び運搬具等）であります。

②　リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項（ロ）重要な減価償却

資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

１年内 465 583

１年超 2,268 2,931

合計 2,734 3,514

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用についてはリスクの僅少な預金等に限定しております。資金調達については

金融機関からの借入による方針であります。

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して

は、当社及び連結子会社の債権管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主

な取引先の信用状況を随時把握する体制としています。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されており

ます。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、運転資金（主として短期）及び設備投資資

金（長期）に係る資金調達を目的としたものであります。これらは資金調達に係る流動性リスクや、一部

金利の変動リスクに晒されておりますが、各部署からの報告に基づき資金繰り計画を作成・更新すること

で、リスクを管理しております。

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません（(注)２．参照）。

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 
連結貸借対照表金額　

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 11,509 11,509 －

(2）受取手形及び売掛金 12,848 12,848 －

(3）電子記録債権 1,246 1,246 －

(4）投資有価証券 220 220 －

　資産計 25,825 25,825 －

(1）支払手形及び買掛金 3,863 3,863 －

(2）短期借入金 4 4 －

(3）1年内返済予定の長期借入金 106 106 －

(4）未払金 688 688 －

(5）未払法人税等 575 575 －

(6）リース債務（流動負債） 165 165 －

(7）長期借入金 30 28 △1

(8）リース債務（固定負債） 292 283 △9

　負債計 5,727 5,715 △11

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

 
連結貸借対照表金額　

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 9,738 9,738 －

(2）受取手形及び売掛金 11,284 11,284 －

(3）電子記録債権 975 975 －

(4）投資有価証券 193 193 －

　資産計 22,191 22,191 －

(1）支払手形及び買掛金 3,519 3,519 －

(2）短期借入金 54 54 －

(3）1年内返済予定の長期借入金 152 152 －

(4）未払金 845 845 －

(5）未払法人税等 274 274 －

(6）リース債務（流動負債） 146 146 －

(7）長期借入金 10 10 △0

(8）リース債務（固定負債） 138 142 4

　負債計 5,143 5,147 4
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(注)１．金融商品の時価の算定方法及び投資有価証券に関する事項

（資　産）

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金及び(3) 電子記録債権

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(4) 投資有価証券

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

（負　債）

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3) １年内返済予定の長期借入金、(4) 未払金、(5) 未払法人税

等及び(6) リース債務（流動負債）

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(7) 長期借入金、(8) リース債務(固定負債)

これらは元利金の合計額を、当社で借入金を再調達した場合の利率で割り引いた現在価値により算定して

おります。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

(単位：百万円)

区分
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

非上場株式 949 911
 

上記のものについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(4）

投資有価証券」には含まれておりません。

 

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 11,509 － － －

受取手形及び売掛金 12,848 － － －

電子記録債権 1,246 － － －

合計 25,604 － － －

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 9,738 － － －

受取手形及び売掛金 11,284 － － －

電子記録債権 975 － － －

合計 21,997 － － －
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４．長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 4 － － － － －

長期借入金 106 30 － － － －

リース債務 165 156 111 24 － －

合計 275 187 111 24 － －

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 54 － － － － －

長期借入金 152 10 － － － －

リース債務 146 106 28 3 － －

合計 353 117 28 3 － －

 

（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 種　類
連結貸借対照表計
上額（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 220 87 133

(2）債券 － － －

小　計 220 87 133

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券 － － －

小　計 － － －

合　計 220 87 133

(注)非上場株式等（連結貸借対照表計上額　128百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

 種　類
連結貸借対照表計
上額（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 193 88 105

(2）債券 － － －

小　計 193 88 105

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券 － － －

小　計 － － －

合　計 193 88 105

(注)非上場株式等（連結貸借対照表計上額　111百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自平成26年４月１日　至平成27年３月31日）

　種類
売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1）株式 241 76 －

(2）債券 － － －

合　計 241 76 －

 

当連結会計年度（自平成27年４月１日　至平成28年３月31日）

　種類
売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1）株式 13 － 1

(2）債券 － － －

合　計 13 － 1

 

（退職給付関係）

前連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

一部の連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度及び確定拠出制度

を採用しております。確定給付制度としては、退職一時金制度を設けており、簡便法により退職給付にかかる

負債及び退職給付費用を計算しております。

なお、従業員の退職等に際して、退職給付債務の対象とされない臨時の割増退職金等を支払う場合がありま

す。割増退職金等として120百万円の退職給付費用を計上しております。

 

２．簡便法を適用した確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

退職給付に係る負債の期首残高 125百万円

退職給付費用 45

退職給付の支払額 △1

制度への拠出額 △16

連結除外による影響額 －

その他 23

退職給付に係る負債の期末残高 176

 

(2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に

係る資産の調整表

積立型制度の退職給付債務 294百万円

年金資産 △145

 149

非積立型制度の退職給付債務 27

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 176

  

退職給付に係る負債 176

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 176

 

(3）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用　　　　　　　　　　　　　　　　 45百万円

 

３．確定拠出制度

連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、93百万円であります。
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当連結会計年度（自平成27年４月１日 至平成28年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び一部の連結子会社は従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度及び確定拠

出制度を採用しております。確定給付制度としては、退職一時金制度を設けております。なお従業員の退職に

際して、退職給付債務の対象とされない臨時の割増退職金を支払う場合があります。割増退職金として42百万

円の退職給付費用を計上しております。

また、当社は連結子会社である３Ｄ　ＡＵＴＯ　ＰＲＯＴＥＣＨ株式会社の吸収合併に伴い、退職金規程を

改定いたしました。この変更により発生した過去勤務費用の一括処理額は81百万円であります。

 

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 200百万円

勤務費用 26

利息費用 3

退職給付の支払額 △25

過去勤務費用 81

その他 △8

退職給付債務の期末残高 277

 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

年金資産の期首残高 24百万円

期待運用収益 0

事業主からの拠出額 3

退職給付の支払額 △9

その他 11

年金資産の期末残高 30

 

(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に

係る資産の調整表

積立型制度の退職給付債務 41百万円

年金資産 △30

 10

非積立型制度の退職給付債務 236

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 247

  

退職給付に係る負債 247

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 247

 

(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用 26百万円

利息費用 3

期待運用収益 △0

過去勤務費用の費用処理額 81

確定給付制度に係る退職給付費用 110
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(5）年金資産に関する事項

①　年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

一般勘定 100％

合　計 100

 

②　長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構

成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(6）数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎

割引率 0.45～8.00％

長期期待運用収益率 2.03～8.00％

予想昇給率 0.50～5.10％

 

３．確定拠出制度

連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、125百万円であります。

 

（ストック・オプション等関係）

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

販売費及び一般管理費 － 6

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

 平成27年ストック・オプション

 付与対象者の区分及び人数
 当社取締役  ３名

 当社執行役員 14名

 株式の種類別のストック・オプ

ションの数（注）
 普通株式 46,700株

 付与日  平成27年６月29日

 権利確定条件  権利確定条件は付されておりません。

 対象勤務期間  対象勤務期間の定めはありません。

 権利行使期間  自平成27年８月３日 至平成28年６月29日

 （注）株式数に換算して記載しております。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（平成28年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 平成27年ストック・オプション

 権利確定前           （株）  

  前連結会計年度末 －

  付与 46,700

  失効 －

  権利確定 46,700

  未確定残 －

 権利確定後           （株）  

  前連結会計年度末 －

  権利確定 46,700

  権利行使 34,800

  失効 －

  未行使残 11,900

 

②　単価情報

 平成27年ストック・オプション

 権利行使価格           （円） 1

 行使時平均株価         （円） 106

 付与日における公正な評価単価

                        （円）
131

 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度において付与された平成27年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は

以下のとおりであります。

① 使用した評価技法         ブラック・ショールズ式

② 主な基礎数値及び見積方法

 平成27年ストック・オプション

 株価変動性（注）１                             15.949％

 予想残存期間（注）２                               0.55年

 予想配当（注）３                              0円／株

 無リスク利子率（注）４                              0.005％

（注）１．７ヶ月間（平成26年12月から平成27年６月まで）の株価実績に基づき算定しております。

２．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において行使

されるものと推定して見積もっております。

３．平成27年３月期の配当実績によっております。

４．予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用し

ております。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成28年３月31日）

繰延税金資産    

貸倒引当金 25百万円 23百万円

未払事業税 28  25

賞与引当金 188  175

退職給付に係る負債 23  48

繰越欠損金 19,606  19,231

減損損失 611  307

投資有価証券 23  32

たな卸資産 30  11

減価償却費 172  67

連結納税加入に伴う時価評価益 23  －

その他 159  246

繰延税金資産小計 20,893  20,169

評価性引当額 △20,216  △19,594

 677  575

繰延税金負債    

土地（全面時価評価法） △45  －

子会社の留保利益金 △293  △387

関係会社株式 △718  △680

その他有価証券評価差額金 △23  △15

連結納税加入に伴う時価評価損 △83  －

企業結合に伴う固定資産の時価評価差額 －  △123

その他 △249  △225

繰延税金負債合計 △1,414  △1,432

繰延税金負債の純額 △736  △857

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成28年３月31日）

法定実効税率 35.6％  33.1％

（調整）    

交際費等永久差異 3.8  3.4

企業再生税制 △7.3  －

評価性引当額の増減 △17.6  △9.4

のれん償却 1.5  2.1

のれん減損損失 －  5.1

子会社との税率差異 △5.8  0.2

税制改正に伴う税率変更 △3.6  △1.9

海外子会社の未分配利益 △3.7  5.4

外国税額損金算入額 1.9  1.2

その他 △0.4  △1.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 4.4  38.1
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法

律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する連結会計

年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の

計算に使用する法定実効税率は、従来の32.3%から平成28年４月１日に開始する連結会計年度及び平成29年４

月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異等については30.9％に、平成30年４月１日に開始

する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等については、30.6％となります。

この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）は34百万円、法人税等調

整額が33百万円それぞれ減少し、その他有価証券評価差額金が０百万円増加しております。

また、再評価に係る繰延税金負債は０百万円減少し、土地再評価差額金が同額増加しております。

 

（企業結合等関係）

共通支配下の取引等

子会社株式の追加取得

１．取引の概要

(1）結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合当事企業の名称　　　台湾アーク（当社の連結子会社）

事業の内容　　　　　　　主として工業設計向け模型の製造を行っております。

(2）企業結合日

平成27年６月26日

(3）企業結合の法的形式

非支配株主からの株式取得

(4）結合後企業の名称

変更ありません。

(5）その他取引の概要に関する事項

追加取得した株式の議決権比率は30％であり、当該取引により台湾アークを当社の完全子会社といたし

ました。当該追加取得は、経営資源の更なる効率化、意思決定の迅速化と責任の明確化を図るためであり

ます。

 

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基

づき、共通支配下の取引等のうち、非支配株主との取引として処理しております。

 

３．子会社株式を追加取得した場合に掲げる事項

被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　　　　現金　　　796百万円

 

４．非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項

(1）資本剰余金の主な変動要因

子会社株式の追加取得

(2）非支配株主との取引によって減少した資本剰余金の金額

255百万円
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

(1) 報告セグメントの決定方法

当社グループの事業セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。

当社グループでは、製品・サービス別の事業単位を置き、各事業単位は、取り扱う製品・サービスについ

て国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

従って、当社グループは、事業単位を基礎として主に販売市場の類似性、製品・サービスの特性に基づき

「オートモーティブ事業」、「エンジニアリング事業」及び「コンシューマー事業」を報告セグメントとし

ております。

(2) 各報告セグメントの事業内容

「オートモーティブ事業」は、主に自動車関連メーカーに、企画、デザイン、設計及びモデル、金型及び

少量量産品等の製品・サービスを提供しております。

「エンジニアリング事業」は、主に自動車関連メーカーに、CAE、設計派遣及びテスト等のエンジニアリ

ングサービスを提供しております。

「コンシューマー事業」は、主に民生機器関連メーカーに、企画、デザイン、設計及びモデル、金型及び

少量量産品等の製品・サービスを提供しております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の取引は独立企業間価格で行っております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

     (単位：百万円)

 報告セグメント
調整額
（注）１

合計
（注）２

 
オートモー
ティブ事業

エンジニア
リング事業

コンシュー
マー事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 25,864 14,875 10,083 50,824 － 50,824

セグメント間の内部売上高又

は振替高
276 39 296 612 △612 －

計 26,140 14,915 10,379 51,436 △612 50,824

セグメント利益 2,172 401 1,107 3,681 △866 2,815

セグメント資産 26,410 5,528 6,580 38,519 4,677 43,196

その他の項目       

減価償却費 989 182 147 1,319 27 1,347

のれんの償却額 25 61 16 103 － 103

持分法適用会社への投資額 － － － － 821 821

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
1,449 291 252 1,994 36 2,031

 

当連結会計年度（自平成27年４月１日 至平成28年３月31日）

     (単位：百万円)

 報告セグメント
調整額
（注）１

合計
（注）２

 
オートモー
ティブ事業

エンジニア
リング事業

コンシュー
マー事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 26,827 11,412 8,828 47,067 － 47,067

セグメント間の内部売上高又

は振替高
480 7 523 1,011 △1,011 －

計 27,307 11,419 9,352 48,079 △1,011 47,067

セグメント利益 2,527 186 770 3,484 △1,005 2,478

セグメント資産 24,742 5,166 6,203 36,112 3,759 39,871

その他の項目       

減価償却費 1,020 240 183 1,444 32 1,476

のれんの償却額 27 61 20 109 － 109

持分法適用会社への投資額 － － － － 799 799

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
2,358 683 705 3,747 1 3,749
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（注）１．調整額の内容は以下のとおりであります。

（単位：百万円)

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 51,436 48,079

セグメント間取引消去 △612 △1,011

連結財務諸表の売上高 50,824 47,067
 

(単位：百万円)

セグメント利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 3,681 3,484

セグメント間取引消去 △3 0

全社費用 △862 △1,006

連結財務諸表の営業利益 2,815 2,478
 

(単位：百万円)

セグメント資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 38,519 36,112

セグメント間取引消去 △274 △455

全社資産　（注） 4,952 4,214

連結財務諸表の資産合計額 43,196 39,871

（注）全社資産は、主に現金及び現金同等物等であります。

(単位：百万円)

その他の項目

報告セグメント

計

調整額

（注）

連結財務諸表

計上額

前連結

会計年度

当連結

会計年度

前連結

会計年度

当連結

会計年度

前連結

会計年度

当連結

会計年度

減価償却費 1,319 1,444 27 32 1,347 1,476

持分法適用会社への投資額 － － 821 799 821 799

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額
1,994 3,747 36 1 2,031 3,749

（注）持分法適用会社への投資額の調整額は、報告セグメントに属しない持分法適用会社への投資額でありま

す。

 

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）

 企画・デザイン モデル 金型・成形品 その他 合計

外部顧客への売上高 16,766 15,803 17,536 717 50,824

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

国内 北米 欧州 ASEAN 中国 合計

14,621 2,272 29,688 3,193 1,047 50,824

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、地域に分類しております。

 

(2）有形固定資産

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

国内 北米 欧州 ASEAN 中国 合計

3,027 775 3,281 3,018 340 10,442

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

ＢＭＷ 7,131 エンジニアリング事業

 

当連結会計年度（自平成27年４月１日 至平成28年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）

 企画・デザイン モデル 金型・成形品 その他 合計

外部顧客への売上高 13,323 14,329 18,653 761 47,067

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

国内 北米 欧州 ASEAN 中国 合計

14,324 2,701 25,458 3,448 1,134 47,067

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、地域に分類しております。

 

(2）有形固定資産

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

国内 北米 欧州 ASEAN 中国 合計

4,226 618 2,846 2,902 404 10,998

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

ＢＭＷ 6,773 エンジニアリング事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

    （単位：百万円）

 
オートモーティブ

事業
エンジニアリング

事業
コンシューマー

事業
調整額 合計

減損損失 112 － － － 112

 

当連結会計年度（自平成27年４月１日 至平成28年３月31日）

    （単位：百万円）

 
オートモーティブ

事業
エンジニアリング

事業
コンシューマー

事業
調整額 合計

減損損失 468 － － 10 478

（注）「調整額」の金額は、報告セグメントに配分しない全社資産に含まれる遊休資産に係る減損損失であります。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

    （単位：百万円）

 
オートモーティブ

事業
エンジニアリング

事業
コンシューマー

事業
調整額 合計

当期償却額 25 61 16 － 103

当期末残高 333 661 105 － 1,101

 

当連結会計年度（自平成27年４月１日 至平成28年３月31日）

    （単位：百万円）

 
オートモーティブ

事業
エンジニアリング

事業
コンシューマー

事業
調整額 合計

当期償却額 27 61 20 － 109

当期末残高 39 600 402 － 1,042

 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

重要性がないため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自平成27年４月１日 至平成28年３月31日）

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自平成26年４月１日　至平成27年３月31日）

１．関連当事者との取引

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

①　連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類

会社等の

名称

又は氏名

所在地
資本金

又は出資金

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有（被所

有）割合

（％）

関連当事者と

の関係

取引の内容

（注）

取引金額

（百万円）
科目

期末残高

（百万円）

親会社

株式会社地

域経済活性

化支援機構

東京都

千代田区

 

百万円

26,084

 

事業再生の

支援

（被所有）

直接70.31%

事業再生支援

役員の受入

役員の兼任

自己株式の取得

（注）
6,020 － －

（注）株式会社地域経済活性化支援機構からのＡ種優先株式に係る金銭対価による取得請求権行使に伴うものであり、取

引価格は定款に定める取得条項に規定された計算式に基づき算定しております。当該自己株式は全て平成26年８月

27日付で消却済となっております。

なお、平成26年８月26日付で当社の親会社は、オリックス株式会社となっております。（同社グループのオリック

ス・プリンシパル・インベストメンツ株式会社、ＯＰＩ2002投資事業組合、ＯＰＩ・11株式会社も同様）。

②　連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

③　連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社とその他の関係会社の子

会社等

該当事項はありません。

④　連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

該当事項はありません。
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(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

①　連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

該当事項はありません。

②　連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

③　連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社とその他の関係会社の子

会社等

該当事項はありません。

④　連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類

会社等の

名称

又は氏名

所在地

資本金

又は出資

金

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有（被所

有）割合

（％）

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（百万円）
科目

期末残高

（百万円）

重要な子

会社の役

員及びそ

の近親者

が議決権

の過半数

を所有し

ている会

社

ディソンモ

デリング

（注）1

台湾

(礁渓)

千台湾

ドル

10,000

不動産

賃貸業
－

固定資産の

賃借

建物の賃借

（注）2
43 － －

（注）１．当社連結子会社である台湾アークの代表取締役社長陳永祥氏及びその近親者が議決権の100%を所有している会

社であります。

２．建物の賃借料については、近隣の賃料を参考に決定しております。

 

２．親会社及び重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

ＯＰＩ・11株式会社（非上場）

ＯＰＩ2002投資事業組合

オリックス・プリンシパル・インベストメンツ株式会社（非上場）

オリックス株式会社（東京証券取引所　市場第一部及びニューヨーク証券取引所に上場）

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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当連結会計年度（自平成27年４月１日　至平成28年３月31日）

１．関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

①　連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

該当事項はありません。

②　連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

③　連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社とその他の関係会社の子

会社等

該当事項はありません。

④　連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類

会社等の

名称

又は氏名

所在地
資本金

又は出資金

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有（被所

有）割合

（％）

関連当事者と

の関係

取引の内容

（注）

取引金額

（百万円）
科目

期末残高

（百万円）

重要な子

会社の役

員

陳永祥 －

 

－

 

台湾アーク

代表取締役

社長

－ －
株式の取得

（注）
796 － －

(注)当社連結子会社である台湾アーク株式を取得したものであり、取得価格は株式価値の算定結果を参考に、当事者間

で協議の上決定しております。また、支払条件は一括振込であります。

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

①　連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

該当事項はありません。

②　連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

③　連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社とその他の関係会社の子

会社等

該当事項はありません。

④　連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類

会社等の

名称

又は氏名

所在地

資本金

又は出資

金

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有（被所

有）割合

（％）

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（百万円）
科目

期末残高

（百万円）

重要な子

会社の役

員及びそ

の近親者

が議決権

の過半数

を所有し

ている会

社

ディソンモ

デリング

（注）1

台湾

(礁渓)

千台湾

ドル

10,000

不動産

賃貸業
－

固定資産の

賃借

建物の賃借

（注）2
48 － －

（注）１．当社連結子会社である台湾アークの代表取締役社長陳永祥氏及びその近親者が議決権の100%を所有している会

社であります。

２．建物の賃借料については、近隣の賃料を参考に決定しております。

 

２．親会社及び重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

ＯＰＩ・11株式会社（非上場）

ＯＰＩ2002投資事業組合

オリックス・プリンシパル・インベストメンツ株式会社（非上場）

オリックス株式会社（東京証券取引所　市場第一部及びニューヨーク証券取引所に上場）

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社アーク(E02446)

有価証券報告書

 82/103



（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

１株当たり純資産額 55.82円 54.89円

１株当たり当期純利益金額 8.06円 3.05円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 3.88円 2.70円

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 29,503 28,549

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 18,640 18,236

差額の主な内訳（百万円）   

　新株予約権 － 1

　非支配株主持分 552 －

　Ｂ種優先株式に係る払込金額 10,311 10,311

普通株式の発行済株式数（千株） 338,657 338,657

普通株式の自己株式数（千株） 4,743 6,415

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末普通株式の数（千株）
333,913 332,241

２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益金額

（百万円）
2,195 1,089

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益金額（百万円）
2,195 1,089

普通株式の期中平均株式数（千株） 272,339 356,732

　普通株式（千株） 240,516 333,028

　普通株式と同等の株式（千株） 31,823 23,704

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 293,783 47,429

　新株予約権 － 20

　Ａ種優先株式 230,136 －

　Ｂ種優先株式 47,408 47,408

　Ｃ種優先株式 16,237 －
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３．前連結会計年度はＢ種優先株式とＣ種優先株式が、当連結会計年度はＢ種優先株式が、剰余金の配当請求権

について普通株式と同等の権利を有しているため、普通株式と同等の株式としております。

４．平成26年８月５日付で当社が取得したＡ種優先株式50,000,000株及びＣ種優先株式23,518,613株、並びに平

成26年８月26日付で株式会社地域経済活性化支援機構による金銭対価取得請求権行使を受け取得したＡ種優

先株式100,000,000株の全てにつき、平成26年８月27日付の取締役会決議に基づき消却を行ったため、前連結

会計年度末及び当連結会計年度末においてＡ種及びＣ種優先株式の残高はありません。

５．株式給付信託が保有する当社株式を、「１株当たり純資産額」の算定上、期末発行済株式総数から控除する

自己株式に含めております。（当連結会計年度1,660,000株）

また、「１株当たり当期純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」の算定上、期中平

均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。（当連結会計年度865,175株）。

 

（重要な後発事象）

資本準備金の額の減少

当社は、平成28年５月27日開催の取締役会において、平成28年６月29日開催の当社第48回定時株主総会にお

きまして、下記の通り資本準備金の額の減少及びその減少額のその他資本剰余金への振替について付議するこ

とを決議し、同定時株主総会において承認可決されました。

１．資本準備金の額の減少及びその他資本剰余金への振替の目的

当社は、今後の資本政策上の柔軟性及び機動性を確保するため、会社法第448条第１項の規定に基づき、資

本準備金の額を減少させ、その全額を「その他資本剰余金」に振り替えるものです。

２．資本準備金の額の減少の内容

平成28年３月31日現在の資本準備金の額11,900,380,977円を全額減少させ、同額をその他資本剰余金に振り

替えるものです。

３．資本準備金の額の減少の日程

取締役会決議日　　　　　平成28年５月27日

定時株主総会決議日　　　平成28年６月29日

債権者異議申述公告日　　平成28年７月１日（予定）

債権者異議申述最終期日　平成28年８月１日（予定）

効力発生日　　　　　　　平成28年８月２日（予定）

４．その他の重要な事項

本件は、当社貸借対照表の純資産の部における振替処理であり、これによる当社の純資産額の変動はありま

せん。

 

子会社における火災の発生

平成28年６月５日に、当社子会社のShapers'フランスのAigrefeuille工場内の倉庫他において火災が発生い

たしました。

火災の原因につきましては現在、関係当局のご指導のもと調査を進めており、原因が判明次第、適切な対応

を実施してまいります。

このような状況下、現時点におきましては、Shapers'フランスにおける復旧に関わる費用及び販売を含めた

事業への影響並びに損害保険査定額を合理的に見積もることは困難な状況であります。

なお、本件損害については概ね保険にて補填される見通しです。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 4 54 1.9 －

１年以内に返済予定の長期借入金 106 152 2.6 －

１年以内に返済予定のリース債務 165 146 4.2 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 30 10    1.9 平成29年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く） 292 138 3.9 平成29年～31年

その他有利子負債 － － － －

合計 599 503 － －

　（注）１．平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

       ２．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内の返済予定額は以

下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 10 － － －

リース債務 106 28 3 －

 

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結

会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規

定により記載を省略しております。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 10,693 22,755 35,000 47,067

税金等調整前四半期（当期）純利益金額

（百万円）
39 870 1,613 1,739

親会社株主に帰属する四半期（当期）純利

益金額又は親会社株主に帰属する四半期純

損失金額（△）（百万円）

△131 471 983 1,089

１株当たり四半期（当期）純利益金額又は

四半期純損失金額（△）（円）
△0.37 1.32 2.75 3.05

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（円）
△0.37 1.69 1.44 0.30
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,908 4,043

受取手形 342 360

電子記録債権 959 975

売掛金 ※３ 2,115 ※３ 2,610

商品及び製品 68 111

仕掛品 65 118

原材料及び貯蔵品 116 227

前払費用 82 98

未収入金 ※３ 259 ※３ 15

繰延税金資産 292 394

その他 58 20

流動資産合計 8,270 8,975

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※１ 560 ※１ 1,087

構築物 5 48

機械及び装置 191 489

車両運搬具 0 17

工具、器具及び備品 35 92

土地 ※１ 500 ※１ 1,853

建設仮勘定 0 595

有形固定資産合計 1,294 4,184

無形固定資産   

ソフトウエア 122 189

のれん － 8

ソフトウエア仮勘定 － 44

その他 9 9

無形固定資産合計 131 252

投資その他の資産   

投資有価証券 156 300

関係会社株式 10,545 8,788

長期貸付金 26 －

関係会社長期貸付金 1,391 1,769

長期前払費用 13 －

差入保証金 363 367

その他 － 6

貸倒引当金 △26 △1

投資その他の資産合計 12,470 11,229

固定資産合計 13,896 15,666

資産合計 22,167 24,642
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 － 110

買掛金 ※３ 229 ※３ 358

リース債務 10 10

未払金 ※３ 369 ※３ 554

未払費用 62 90

未払法人税等 20 81

預り金 38 47

賞与引当金 346 491

その他の引当金 49 9

その他 196 94

流動負債合計 1,322 1,849

固定負債   

リース債務 27 16

繰延税金負債 855 945

再評価に係る繰延税金負債 13 12

退職給付引当金 － 133

株式給付引当金 － 6

固定負債合計 896 1,114

負債合計 2,218 2,964

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,000 2,000

資本剰余金   

資本準備金 11,900 11,900

その他資本剰余金 － 4

資本剰余金合計 11,900 11,904

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 6,202 8,040

利益剰余金合計 6,202 8,040

自己株式 △9 △198

株主資本合計 20,093 21,746

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 16 89

土地再評価差額金 △160 △160

評価・換算差額等合計 △144 △70

新株予約権 － 1

純資産合計 19,948 21,677

負債純資産合計 22,167 24,642
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当事業年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

売上高 ※１ 9,911 ※１ 14,067

売上原価 ※１ 7,619 ※１ 9,784

売上総利益 2,292 4,282

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 2,020 ※１,※２ 3,034

営業利益 271 1,247

営業外収益   

受取利息 ※１ 51 ※１ 52

受取配当金 ※１ 347 ※１ 10

貸倒引当金戻入額 3 26

雑収入 ※１ 41 ※１ 17

営業外収益合計 443 107

営業外費用   

支払利息 36 1

支払手数料 10 －

為替差損 24 89

貸倒引当金繰入額 － 1

雑損失 1 22

営業外費用合計 73 115

経常利益 641 1,239

特別利益   

固定資産売却益 ※１ 0 0

投資有価証券売却益 76 －

抱合せ株式消滅差益 － 787

特別利益合計 76 788

特別損失   

固定資産除売却損 4 5

減損損失 － 10

退職給付費用 － ※３ 81

投資有価証券売却損 － 1

環境対策費 3 －

特別損失合計 8 99

税引前当期純利益 710 1,928

法人税、住民税及び事業税 ※１ △169 139

法人税等調整額 △269 △48

法人税等合計 △438 91

当期純利益 1,149 1,837
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益
剰余金

当期首残高 2,000 11,900 171 12,072 10,901 10,901 △9 24,963

当期変動額         

当期純利益     1,149 1,149  1,149

自己株式の取得       △6,020 △6,020

自己株式の消却   △171 △171 △5,848 △5,848 6,020 －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        

当期変動額合計 － － △171 △171 △4,698 △4,698 － △4,870

当期末残高 2,000 11,900 － 11,900 6,202 6,202 △9 20,093

 

     

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 62 △162 △99 24,864

当期変動額     

当期純利益    1,149

自己株式の取得    △6,020

自己株式の消却    －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△46 1 △44 △44

当期変動額合計 △46 1 △44 △4,915

当期末残高 16 △160 △144 19,948
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当事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益
剰余金

当期首残高 2,000 11,900 － 11,900 6,202 6,202 △9 20,093

当期変動額         

当期純利益     1,837 1,837  1,837

自己株式の取得       △189 △189

自己株式の処分   4 4   0 4

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        

当期変動額合計 － － 4 4 1,837 1,837 △189 1,653

当期末残高 2,000 11,900 4 11,904 8,040 8,040 △198 21,746

 

      

 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
 

その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 16 △160 △144 － 19,948

当期変動額      

当期純利益     1,837

自己株式の取得     △189

自己株式の処分     4

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

73 0 73 1 75

当期変動額合計 73 0 73 1 1,728

当期末残高 89 △160 △70 1 21,677
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(2）その他有価証券

イ．時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

ロ．時価のないもの

　移動平均法による原価法

(3）デリバティブ 時価法

(4）たな卸資産の評価基準及び評価方法

イ．製品・仕掛品

　個別法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。

ロ．原材料及び貯蔵品

　主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法）を

採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　２～38年

機械及び装置　２～９年

(2）無形固定資産（リース資産除く）

　自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して

おります。

(3）リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．繰延資産の処理方法

　株式交付費

　支出時に全額費用として処理しております。

４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支払に備えるため、当事業年度末に負担すべき支給見込額を計上しております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しており

ます。

(4) 株式給付引当金

　執行役員株式給付規程に基づく当社の取締役及び執行役員への当社株式の交付に備えるため、当事業

年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。
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５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（表示方法の変更）

（貸借対照表）

前事業年度において、独立掲記しておりました「無形固定資産」の「電話加入権」は、金額的重要性が乏し

いため、当事業年度より「無形固定資産」の「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反

映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の貸借対照表において、「無形固定資産」の「電話加入権」に表示していた9百万

は、「無形固定資産」の「その他」9百万円として組み替えております。

 

（追加情報）

連結財務諸表「注記事項（追加情報）」に記載しているため、注記を省略しております。

 

（貸借対照表関係）

※１　担保に供している資産及び担保に係る債務

　担保資産

 

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

建物    403百万円 443百万円

土地 500 500

合計 904 944

 

　担保に係る債務

該当事項はありません。

 

２　保証債務

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

P+Z Engineering GmbH（注）１ 64百万円 109百万円

台湾アーク（注）２ － 161

合計 64 270

（注）１．事務所等賃貸契約に基づく賃料に対して債務保証を行っております。

２．金融機関からの借入に対して債務保証を行っております。
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※３　関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

親会社に対する債務   

短期金銭債務 3百万円 1百万円

親会社以外の関係会社に対する債権債務   

短期金銭債権 248 60

短期金銭債務 16 118

 

（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引

 
前事業年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当事業年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

親会社との取引高   

営業費用 44百万円 53百万円

親会社以外の関係会社との取引高   

売上高 40 208

営業費用 261 426

営業取引以外の取引高 637 53

 

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度32％、当事業年度31％、一般管理費に属する費用のおお

よその割合は前事業年度68％、当事業年度69％であります。

販売管理費及び一般管理費の明細

 
 前事業年度

（自　平成26年４月１日
   至　平成27年３月31日）

 当事業年度
（自　平成27年４月１日
   至　平成28年３月31日）

給料 838百万円 1,194百万円

賞与引当金繰入額 104 124

減価償却費 37 69

 

※３　退職給付費用

平成27年４月１日付で連結子会社である３Ｄ　ＡＵＴＯ　ＰＲＯＴＥＣＨ株式会社を吸収合併したことにより

受け入れた従業員に対する退職給付制度について、当事業年度に退職金規定を改定したことに伴い、発生

した過去勤務費用の一括処理額であります。

 

（有価証券関係）

　子会社株式及び関連会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式8,788百万円、前事業年度の貸

借対照表計上額は子会社株式10,545百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
 

当事業年度
（平成28年３月31日）

繰延税金資産    

賞与引当金 114百万円 151百万円

貸倒引当金 8  0

退職給付引当金 ―  40

関係会社株式 659  630

減損損失 49  60

繰越欠損金 19,078  17,808

その他 88  134

繰延税金資産小計 19,999  18,826

　評価性引当額 △19,696  △18,432

繰延税金資産合計 303  394

繰延税金負債    

関係会社株式 △718  △680

企業結合に伴う固定資産の時価評価差額 ―  △123

その他 △146  △141

繰延税金負債合計 △865  △945

繰延税金負債の純額 △562  △550

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
 

当事業年度
（平成28年３月31日）

法定実効税率 35.6％  33.1％

（調整）    

交際費等永久差異 △15.4  △13.3

住民税均等割 ―  1.2

評価性引当額の増減 △50.5  △14.5

企業再生税制 △24.7  ―

海外子会社配当に係る源泉税 5.3  ―

税制改正に伴う税率変更 △11.8  △1.7

その他 △0.4  △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △61.8  4.7

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法

律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する事業年度

から法人税率等の引下げ等が行われることになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算

に使用する法定実効税率は、従来の32.3％から平成28年４月１日に開始する事業年度及び平成29年４月１日に

開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については30.9％に、平成30年４月１日に開始する事業年度

以降に解消が見込まれる一時差異等については30.6％になります。

この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）は34百万円、法人税等調

整額が33百万円それぞれ減少し、その他有価証券評価差額金が０百万円増加しております。

また、再評価に係る繰延税金負債は０百万円減少し、土地再評価差額金が同額増加しております。
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（企業結合等関係）

共通支配下の取引等

当社は、平成27年２月24日開催の当社取締役会に基づき、当社の連結子会社である３Ｄ　ＡＵＴＯ　ＰＲＯ

ＴＥＣＨ株式会社の吸収合併を平成27年４月１日に実施いたしました。

１．合併の目的

３Ｄ　ＡＵＴＯ　ＰＲＯＴＥＣＨ株式会社は、当社の100%子会社であり、自動車開発用の試作パネル及び少

量生産用のパネル製造、販売と共に自動車・２輪メーカー、主要サプライヤの新車開発の支援を行っておりま

すが、グループにおける経営資源の集中と運営の効率化を図るため、同社を吸収合併いたしました。

２．合併した相手会社の名称

３Ｄ　ＡＵＴＯ　ＰＲＯＴＥＣＨ株式会社

３．合併の方法

当社を存続会社とする吸収合併方式であり、３Ｄ　ＡＵＴＯ　ＰＲＯＴＥＣＨ株式会社は解散により消滅い

たしました。

４．相手会社の主な事業の内容

自動車開発用の試作パネル及び少量生産用のパネル製造、組立の販売

５．３Ｄ　ＡＵＴＯ　ＰＲＯＴＥＣＨ株式会社の平成27年３月期における概要は以下のとおりです。

売上高 4,574百万円

当期純利益 593百万円

資産 4,711百万円

負債 1,281百万円

純資産 3,429百万円

６．合併の時期（効力発生日）

平成27年４月１日

７．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づ

き、共通支配下の取引として処理しております。

なお、当事業年度において、抱合せ株式消滅差益として787百万円を特別利益に計上しております。

 

（重要な後発事象）

資本準備金の額の減少

当社は、平成28年５月27日開催の取締役会において、平成28年６月29日開催の当社第48回定時株主総会にお

きまして、下記の通り資本準備金の額の減少及びその減少額のその他資本剰余金への振替について付議するこ

とを決議し、同定時株主総会において承認可決されました。

１．資本準備金の額の減少及びその他資本剰余金への振替の目的

当社は、今後の資本政策上の柔軟性及び機動性を確保するため、会社法第448条第１項の規定に基づき、資

本準備金の額を減少させ、その全額を「その他資本剰余金」に振り替えるものです。

２．資本準備金の額の減少の内容

平成28年３月31日現在の資本準備金の額11,900,380,977円を全額減少させ、同額をその他資本剰余金に振り

替えるものです。

３．資本準備金の額の減少の日程

取締役会決議日　　　　　平成28年５月27日

定時株主総会決議日　　　平成28年６月29日

債権者異議申述公告日　　平成28年７月１日（予定）

債権者異議申述最終期日　平成28年８月１日（予定）

効力発生日　　　　　　　平成28年８月２日（予定）

４．その他の重要な事項

本件は、当社貸借対照表の純資産の部における振替処理であり、これによる当社の純資産額の変動はありま

せん。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区　分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

当期末減価
償却累計額
又は

償却累計額

当期償却額
差引

当期末残高

有形固定

資産

建物 2,264 1,069 4 3,328 2,240 80 1,087

構築物 90 96 － 186 138 8 48

機械及び装置 673 1,842
88

(10)
2,426 1,937 133 489

車両運搬具 3 98 10 92 75 7 17

工具、器具及び備品 335 298 30 603 510 48 92

土地
500

[147]
1,352 －

1,853

[147]
－ －

1,853

[147]

建設仮勘定 0 617 22 595 － － 595

計
3,868

[147]
5,374

155

(10)

9,086

[147]
4,902 278

4,184

[147]

無形固定

資産

ソフトウエア 345 305 32 617 428 53 189

のれん － 10 － 10 1 1 8

ソフトウエア仮勘定 － 50 5 44 － － 44

その他 9 2 0 11 1 0 9

計 354 368 39 683 430 55 252

（注）１．当期首残高及び当期末残高については、取得価額により記載しております。

２．「当期減少額」欄の(　)内は内書きで、減損損失の計上額であります。

３．「当期首残高」、「当期末残高」及び「差引当期末残高」欄の[　]内は内書きで、土地の再評価に関する法律

（平成10年法律第34号）により行った土地の再評価に係る土地再評価差額(繰延税金負債控除前)であります。

４．「当期増加額」のうち主なものは、次のとおりであります。

建物 ３Ｄ　ＡＵＴＯ　ＰＲＯＴＥＣＨ株式会社の吸収合併による増加額 1,018百万円

機械及び装置 ３Ｄ　ＡＵＴＯ　ＰＲＯＴＥＣＨ株式会社の吸収合併による増加額 1,657百万円

工具、器具及び備品 ３Ｄ　ＡＵＴＯ　ＰＲＯＴＥＣＨ株式会社の吸収合併による増加額 231百万円

土地 ３Ｄ　ＡＵＴＯ　ＰＲＯＴＥＣＨ株式会社の吸収合併による増加額 737百万円

 新工場建設に伴う増加額 614百万円

建設仮勘定 新工場建設に伴う増加額 547百万円

ソフトウエア ３Ｄ　ＡＵＴＯ　ＰＲＯＴＥＣＨ株式会社の吸収合併による増加額 210百万円

 

【引当金明細表】

（単位：百万円）

科　　目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 26 1 26 1

賞与引当金 346 491 346 491

株式給付引当金 － 6 － 6

その他の引当金 49 － 39 9

（注）引当金の計上理由及び算定方法は、重要な会計方針に記載しております。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）

大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所  　 －

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行う。

ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をす

ることができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。

なお、電子公告は当社ホームページに掲載しております

（http://www.arrk.co.jp/）。

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利並びに株主の有する株式数に応

じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社の金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等は、ＯＰＩ・11株式会社、ＯＰＩ2002 投資事業組合

及びオリックス・プリンシパル・インベストメンツ株式会社であります。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第47期）（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）平成27年６月19日近畿財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

平成27年６月19日近畿財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

（第48期第１四半期）（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）平成27年８月５日近畿財務局長に提出

（第48期第２四半期）（自　平成27年７月１日　至　平成27年９月30日）平成27年11月９日近畿財務局長に提出

（第48期第３四半期）（自　平成27年10月１日　至　平成27年12月31日）平成28年２月５日近畿財務局長に提出

(4）自己株券買付状況報告書

平成27年７月10日近畿財務局長に提出

金融商品取引法第24条の６第１項の規定に基づく自己株券買付状況報告書であります。

平成27年８月４日近畿財務局長に提出

金融商品取引法第24条の６第１項の規定に基づく自己株券買付状況報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

   平成28年６月29日

株式会社アーク    
 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 中 田 　明 印 

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 池 田 賢 重 印 

 

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社アークの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の

連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変

動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他

の注記及び連結附属明細表について監査を行った。
 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸

表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務

諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。
 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかに

ついて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めてい

る。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され

る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリス

クの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明

するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続

を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に

は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、株式会社アーク及び連結子会社の平成28年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社

アークの平成28年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。
 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認め

られる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することに

ある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができ

ない可能性がある。
 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告

書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財

務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査

の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査

証拠を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務

報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報

告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体として

の内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 

監査意見

　当監査法人は、株式会社アークが平成28年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表

示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制

の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。
 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以上
 

（注）１．上記は監査報告書及び内部統制監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

   平成28年６月29日

株式会社アーク    
 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 中 田 　明 印 

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 池 田 賢 重 印 

      
 
      

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状
況」に掲げられている株式会社アークの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第48期事業年度
の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の
注記及び附属明細表について監査を行った。
 

財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合
理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための
ものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用
した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸
表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 

監査意見
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社アークの平成28年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営
成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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